
１　実施期間：令和２年１０月１６日（金）～１１月１６日（月）

２　意見、提案等の総数：１３４件（個人：３２件、団体１件）

３　意見、提案等の項目、区分別件数

＜　第１１次鳥取市総合計画（案）　＞

修正 盛り込み済 参考意見 その他

（１）対応区分別の意見、提案等の総件数 60 6 34 15 5

（２）総合計画全体について

（３）基本構想 7 6 1

　第１章　計画策定の趣旨

　第２章　計画の役割、構成と期間等

　第３章　人口と財政の長期的な見通し

　第４章　時代の潮流とまちづくりの課題 7 6 1

　第５章　まちづくりの方向

　第６章　土地利用の方針

（４）基本計画 52 6 27 14 5

　基本計画全体について 2 1 1

　第１章　計画推進における基本方針に沿った具体的な取組 6 5 1

　第２章　重点施策（第２期鳥取市創生総合戦略）の推進 1 1

　第３章　基本施策の推進

　（目標１）誰もが自分らしく暮らし続けること
　　　　　　　ができる、持続可能な地域共生のまち

18 1 7 8 2

　　　政策１　未来を創る人材を育むまちづくり 10 1 2 5 2

　　　政策２　住み慣れた地域で安心して
　　　　　　　暮らし続けることができるまちづくり

2 2

　　　政策３　健康でいきいきと暮らせるまちづくり

　　　政策４　人権を尊重し、ともに築く共生のまちづくり 6 3 3

　（目標２）人が行きかい、にぎわいあふれるまち 21 4 13 3 1

　　　政策１　ビジネス環境の変化に対応した
　　　　　　　　　　生産性の高い活力あるまちづくり

2 2

　　　政策２　人が集う交流と連携のまちづくり 7 2 5

　　　政策３　文化芸術の薫りあふれるまちづくり 1 1

　　　政策４　快適で暮らしやすい生活環境づくり 11 7 3 1

　（目標３）豊かな自然と調和して、
　　　　　　　　　　安全・安心に暮らせるまち

4 2 2

　　　政策１　安全・安心に暮らせるまちづくり 3 2 1

　　　政策２　環境にやさしいまちづくり 1 1

（５）その他 1 1

※総合計画・創生総合戦略の両方に対する意見は、総合計画の件数として計上しています。

第１１次鳥取市総合計画（案）及び第２期鳥取市総合戦略（案）
に対する市民政策コメントの結果について

項目 件数
対応区分
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＜　第２期鳥取市創生総合戦略（案）　＞

修正 盛り込み済 参考意見 その他

（１）対応区分別の意見、提案等の総件数 74 41 23 10

（２）総合戦略全体について 1 1

（３）総合戦略の基本的な考え方 7 7

　１　策定の趣旨 7 7

　２　国の第２期創生総合戦略の特徴

　３　人口ビジョン及び総合計画との関係

　４　人口ビジョンで示した
　　　　　　　　　　人口減少問題に取り組む基本姿勢

　５　総合的な地方創生を進める上での行動指針

　６　鳥取市第２期戦略の基本方針

　７　第２期における戦略の柱

（４）施策の展開 62 31 22 9

　Ⅰ　次世代の鳥取市を担う‘ひとづくり’ 34 11 17 6

　　（目標Ⅰ-１）結婚・出産・子育ての
　　　　　　　　　　 　 希望がかなうまちづくり

32 11 16 5

　　（目標Ⅰ-２）ふるさとを愛する心豊かな
                                      人財を育むまちづくり

2 1 1

　Ⅱ　誰もが活躍できる‘しごとづくり’ 9 7 1 1

　　（目標Ⅱ-１）稼ぐ地域・仕事と
                                      安定した雇用環境づくり

9 7 1 1

　Ⅲ　にぎわいあふれ安心して暮らせる‘まちづくり’ 19 13 4 2

　　（目標Ⅲ-１）都市部等とのつながりを築き、
　　　　　　　　　　　  　 人が行き交うまちづくり

4 4

　　（目標Ⅲ-２）快適で暮らしやすい
　　　　　　　　　　　　　魅力と活力あるまちづくり

11 8 1 2

　　（目標Ⅲ-３）健康寿命を延伸し、
　　　　　　　　　活力ある健康長寿のまちづくり

　　（目標Ⅲ-４）誰もが安心して暮らし続ける
　　　　　　　　　　　   　ことができるまちづくり

4 1 3

（５）施策の評価・検証 1 1

（６）その他 3 1 1 1

※複数の分野にわたる意見・提案の場合は、主たる内容で分類しています。

項目 件数
対応区分
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４　提出された件、提案等と市の考え方

№
計画・戦略

の区分
意見対象

箇所
意見の概要 市の考え方 対応方針 担当課

1 計画

【基本構想】
第4章　時代
の潮流とまち
づくりの課題
4　命と暮ら
しを守る意
識・関心の高
まり

　今回の計画づくりにあたって、新型コロナウィ
ルス感染症の影響と対応についてどのような認識
をされているのか全く不明である。現段階におけ
る感染拡大状況はどの段階にあるのか、そうした
ことを踏まえて、計画案や事業の目標を作成して
いくことを市民に明らかにしていくべきではない
かと思います。

　「時代の潮流とまちづくりの課題」において
は、人口減少や少子高齢化の進展など、認識すべ
き時代の潮流のうち、本市に関わりのある特徴的
なものを記載し、そこから導かれる大きな課題に
ついて明らかにしています。
　新型コロナウイルスの感染拡大についても認識
すべき課題の一つとして、「4　命と暮らしを守る
意識・関心の高まり」や「5　期待される地域経済
の成長と経済・社会変化への対応」、「6　交流と
連携の活発化」の中に記載し、基本計画において
令和３年度から令和7年度までの中長期的な視点に
立って施策を方向性を定めるようにしています。

盛り込み
済

創生戦略
室

2 計画

【基本構想】
第4章　時代
の潮流とまち
づくりの課題
4　命と暮ら
しを守る意
識・関心の高
まり

　「公助」「自助」「共助」の表現は、これまで
の「自助」「共助」「公助」と同じでしょうか。
市民の命と財産を守るのは行政の責任であると明
確に述べることが、今回のコロナ感染症拡大の中
で、個人の尊厳と人権を守ることが明確になって
きています。自助を自己責任で身を守ることを強
調してきたことが感染者への差別や偏見を助長し
ています。行政は個人（市民）の尊厳と人権を守
る責任があることも改めてこの計画の中で明確に
してほしい。

　自然災害におけ市町村の責務は災害対策基本法
に定められており、住民の生命、身体及び財産を
災害から保護するため地域に係る計画策定と法令
に基づいて実施する責務を有するとされていま
す。
　また、新型コロナウイルス感染症患者、医療従
事者やその家族などに対し誤解や差別による人権
侵害は重大な問題であり市長、議長による宣言を
行うなど啓発活動に取り組んでいます。また、本
計画においては人権擁護の推進と人権意識の醸成
を基本施策として位置づけ取組みを進めたいと考
えています。

参考意見
危機管理
課

3 計画

【基本構想】
第4章　時代
の潮流とまち
づくりの課題
8　多様化・
高度化する自
治体経営

　「行政のデジタル化など住民の利便性の向上」
とありますが、一般市民には「行政のデジタル
化」と「住民の利便性の向上」がどう関係あるの
か。一体どこからこうした国の方針が出されたの
か。自治体関係者からはデジタル化による業務の
委託・民営化が狙いとも言われています。ＡＩや
ビッグデータの活用や個人情報保護の規制緩和の
促進も指摘され、こうしたことが広範囲に進めら
れることによる、窓口業務の行政サービス低下を
懸念する指摘もあります。個人情報の保護は厳格
に守られるのか、人権の上での扱いも説明してこ
そ、市民も判断ができます。

　本市では、質の高い市民サービスの提供と効率
的な行政経営の両立を目指し、行財政改革に取り
組んでいます。電子入札や電子申請などの「行政
のデジタル化」を進めることで、市民が市役所へ
来庁することなく、いつでも、どこからでも必要
な手続きを行うことができるようになり、来庁や
待ち時間の削減、申請情報の記入回数の削減等の
「住民の利便性の向上」に繋がるものと考えてい
ます。
　また、デジタル化により利便性が高まることが
期待される一方で、例えば窓口相談から必要な行
政サービスの利用につなげる相談・支援機能等に
ついては、デジタル化により市民の利便性が低下
しないよう丁寧に進めることも必要と考えていま
す。
　なお、デジタル社会の進展においては、個人情
報漏洩などのセキュリティ事故への対応が重要な
位置づけを持つものと考えることから、適切な安
全管理措置を行うなど、個人情報保護に向けて
しっかり取り組むことが必要と考えています。

盛り込み
済

創生戦略
室
情報政策
課

4 計画

【基本構想】
第4章　時代
の潮流とまち
づくりの課題
8　多様化・
高度化する自
治体経営

　「簡素で効率的な行政経営」については、行政
は住民に奉仕する役割という点では、効果的な運
営が基本であり、企業のように 小の投資で 大
の利益を求めることを目的にしていません。住民
への奉仕を 大の使命とする運営に修正していた
だきたい。

　「行政のデジタル化など住民の利便性の向上と
簡素で効率的な行政運営を行うことが求められて
います。」としているように、住民の利便性の向
上も求められいるものと考えています。住民の利
便性の向上の取組みは、住民への奉仕と同様の趣
旨を持つものと考えています。

盛り込み
済

創生戦略
室

5 計画

【基本構想】
第4章　時代
の潮流とまち
づくりの課題
９市民アン
ケート調査結
果（１）鳥取
市がめざすべ
き将来の都市
像

　市民アンケートのめざすまちづくりの点から、
政策の柱３本と１０項目は、市民の目線で整理し
ていく必要があると思います。まず、自然や生活
環境を 初の柱に移動させて、「暮らし続ける」
「暮らしたくなる」という点を考慮して、人権や
文化芸術、ひととの交流の政策順に並べて、夢と
希望に結びつくように表現していく方が少しは市
民の多くの方に受け入れやすくなるのではないで
しょうか。

　第11次鳥取市総合計画の「まちづくりの目標」
と「政策」の記載順につきましては、重点施策を
定める創生総合戦略の戦略の柱「Ⅰ　次世代を担
う｀ひとづくり´」「Ⅱ　誰もが活躍できる｀し
ごとづくり´」「Ⅲ　にぎわいにあふれ安心して
暮らし続ける｀まちづくり´」の順に、関連する
施策を記載しており、創生総合戦略の構成と整合
性を図る上で、記載順は原案どおりとさせていた
だきたいと考えます。

盛り込み
済

創生戦略
室
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№
計画・戦略

の区分
意見対象

箇所
意見の概要 市の考え方 対応方針 担当課

6 計画

【基本構想】
第4章　時代
の潮流とまち
づくりの課題
９市民アン
ケート調査結
果（１）鳥取
市がめざすべ
き将来の都市
像

　市民アンケートの上位3をもとにして、なぜ「い
つまでも暮らしたい　誰もが暮らしたくなる　自
信と誇り・夢と希望に満ちた鳥取市」になるので
しょうか。ここの主語は「市民が」であると思い
ますが、この市民とは住民自治基本条例で言われ
ている市民の規定であれば、自信・誇りは違和感
を与えることになります。（今住んでいる人であ
れば違和感はなくなります。）
　そして、 もこの理念にあらわした言葉が市民
のイメージからかけ離れていると思います。市民
は身の回りの自然・生活環境、自分たちの仕事・
職場から求めています。こうした現実の中で、こ
うありたい、こうした地域やまちになってほしい
と望んでいます。
　まちづくりの理念を設定するためには、市民が
多く感じているアンケートで上位５つを考慮して
作った方が合意形成しやすいと思います。そし
て、将来像は簡素にして、例えば「市民がいつま
でも暮らせる　誰もが暮らしたくなる　夢と希望
に満ちた鳥取市」という修正を提案します。「自
信と誇り」は市側から言っているという誤解をも
たれる－自信と誇りは自己責任が強調されている
今日、困っている人、悩んでいる人、迷っている
人、そういう少なくない人にとってはあまりにも
ハードルが高すぎる言葉です。市政への関心が高
くない状況、アンケートの回答も40％にとどまっ
ていることも考慮しておくことも大切です。

　第11次鳥取市総合計画（第1編「基本構想」－
第5章「まちづくりの方向」－第3節「めざす将来
像」）に定める「いつまでも暮らしたい、誰もが
暮らしたくなる、自信と誇り・夢と希望に満ちた
鳥取市」は、第10次鳥取市総合計画からの政策の
継続性や市長の政策公約（マニュフェスト）の
「本市の将来像」等を考慮して設定しており、
「めざす将来像」につきましては原案どおりとさ
せていただきたいと考えます。

盛り込み
済

創生戦略
室

7 計画

【基本構想】
第5章　まち
づくりの目標

政策1：未来
を創る人材を
育むまちづく
り

　記載されている内容が、結婚・出産・子育て・
義務教育に限られているように感じる。地域で活
躍する人材の育成も盛り込むべきだと考える。
　その理由として、基本方針1に「多様化する市民
ニースへ対応するための協働・連携の強化」が挙
げられるように、これからは地域活性化はもとよ
り、地域福祉、地域防災、地域教育等、これまで
以上に地域のまちづくり団体やＮＰＯ団体、地域
住民と協働する必要がある。

Ｐ64、65　基本施策5　協働のまちづくりの推進
（３）施策の主な内容　②地域で活躍する人材の
育成・支援　や、

Ｐ102　基本施策3　魅力ある中山間地域の振興
（３）施策の主な内容　③魅力ある地域づくり・
ひとづくりの推進　などで、

　共に活動する人材の育成を施策としていること
からも、「政策1：未来を創る人材を育むまちづく
り」に地域で活躍する人材の育成も盛り込んでい
ただきたい。

　「政策1：未来を創る人材を育むまちづくり」
は、「基本施策1　結婚・出産・子育て支援」、
「基本施策2　教育の充実・郷土愛の醸成」、「基
本施策3　生涯学習の推進」の３つの施策で構成し
ており、乳幼児や義務教育年齢の児童生徒だけで
なく、幅広い世代を対象とした施策で構成してい
ます。
　Ｐ16の「政策１：未来を創る人材を育むまちづ
くり」に記載している「郷土を大切にする、時代
を担うたくましい人材を育成します」という記載
についても、子育て支援や教育の充実、生涯学習
の推進を通して幅広い分野で活躍する人材の育成
につなげるものです。
　具体的な分野での人材育成については、それぞ
れの施策に記載することとしており、地域で活躍
する人材の育成については、Ｐ64～「基本施策5
協働のまちづくりの推進」やＰ102～「魅力ある
中山間地域の振興」において位置付けています。

盛り込み
済

創生戦略
室

8 計画

【基本計画】
第1章　計画
推進における
基本方針に
沿った具体的
な取組

基本方針1
「多様化する
市民ニーズへ
対応するため
の協働・連携
体制の強化」
の具体的取組

持続可能な生活が送れる様に、部局横断で政策
を実行し、持続可能な地域づくりを推進してもら
いたい。SDGｓを基本として、できるところから
やってもらいたい。

　「第11次鳥取市総合計画」と「第2期鳥取市創
生総合戦略」の策定にあたり、SDGsの観点を踏
まえたものとするため、部局横断のチームを設置
し、取り組んできております。また、SDGsの推
進を図るため、このチームにSDGsの理念構築の
枠組みである経済・社会・環境の3分野の分科会を
設け、各施策を検討しています。

盛り込み
済

政策企画
課

9 計画

【基本計画】
第1章　計画
推進における
基本方針に
沿った具体的
な取組

基本方針２
「時代の変化
に即応できる
組織体制の構
築」の具体的
取組

　ライフスタイルの多様化、価値観の多様化等市
民が求めるニーズは確実に変わってきている。
様々な諸問題も複合化しており１つの担当部署で
解決できないことが増えてきている。
　専門性を求めると少人数で係を編成する傾向に
あるが、担当外の案件だと他部署へ振るだけに
なってしまう。職員の働き方を支援する側面も考
えると一定の職員数で業務を遂行する方がスケー
ルメリットが出る。時代の変化に即応できる組織
体制についてスケールメリットという側面も考慮
して欲しい。

　鳥取市人材育成基本方針に基づいて、多様化・
複合化するニーズを迅速・的確に捉え、新たな課
題に対応できる知識・能力を備えた、具体的な成
果をあげることのできる人材の育成と、持てる能
力を 大限に発揮できる組織づくりに取り組んで
おり、いただいたご意見も参考に、引き続き取り
組みを進めてまいります。

参考意見 職員課
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№
計画・戦略

の区分
意見対象

箇所
意見の概要 市の考え方 対応方針 担当課

10 計画

【基本計画】
第1章　計画
推進における
基本方針に
沿った具体的
な取組

基本方針3
「将来を見据
えた持続可能
な財政基盤の
確立」の具体
的取組

市の歳入が増えるように、ふるさと納税にも力
を入れるべきだ。

　基本計画（基本方針３）①に位置付けていま
す。

　令和2年度のふるさと納税額は昨年に比べ件数、
寄附額も約１５％の増を見込んでおります。今
後、更なる増額をめざし宿泊・体験などの滞在型
返礼品をはじめとした通年で提供できる「高単
価・高付加価値」の返礼品の開拓を進めるととも
に新たにクラウドファンディング型ふるさと納税
を活用し、歳入増加への取り組みを進めてまいり
ます。

盛り込み
済

資産活用
推進課

11 計画

【基本計画】
第1章　計画
推進における
基本方針に
沿った具体的
な取組

基本方針3
「将来を見据
えた持続可能
な財政基盤の
確立」の具体
的取組

市が建設した公共施設が適正に管理ができてい
ない。新たに作った公共施設ほど管理が全くでき
ていない。建設後の管理の事も考えて計画を立て
るべきだ。老朽化しているインフラも強靭化・長
寿命化を少しずつでもやってもらいたい。植栽に
ついても、適正に管理してもらいたい。

　公共建築物（敷地内の植栽等含む）の管理につ
いては、管理業務（保守・点検・管理・清掃等）
を専門業者等に委託し、維持管理を行っていると
ころです。今後とも、利用環境の快適性に留意し
つつ、受託会社との連携を密にし、適正な管理に
努めてまいります。
　なお、インフラの強靭化・長寿命化について
は、基本計画（目標２－政策４－基本施策１「生
活基盤の充実」）施策の主な内容④～⑥に位置付
けられており、計画的に実施してまいります。

盛り込み
済

資産活用
推進課

12 計画

【基本計画】
第1章　計画
推進における
基本方針に
沿った具体的
な取組

基本方針3
「将来を見据
えた持続可能
な財政基盤の
確立」の具体
的取組

子孫に借金のつけを残さない様に、財政の健全
化をやってもらいたい。

　基本構想に述べておりますとおり、本市では、
安定した行政運営を維持するとともに、必要な市
民サービスの水準を確保するため、経費の節減や
事務の合理化、将来にわたる財源の確保に取り組
むとともに、本市の特性や強みを生かした「選択
と集中」による財政運営を実践してきています。
　これまで進めてきた取り組みの成果により、将
来負担比率（将来の負担の大きさを表す数値）な
ど国が定める財政健全化の基準を大幅に下回って
おり、財政の健全性を堅持しています。今後、人
口減少等の影響から市税や地方交付税の減少が想
定されますが、引き続き、税収増加や地域活性化
に向けた取り組みの強化、事業のスクラップアン
ドビルドやゼロベースでの見直しなどにより、将
来を見据えた持続可能な財政基盤の確立をめざし
ます。

盛り込み
済

行財政改
革課

13 計画

【基本計画】
第1章　計画
推進における
基本方針に
沿った具体的
な取組

基本方針4
「自治体間の
広域的な連携
の推進」の具
体的な取組

　「「因幡・但馬麒麟のまち連携中枢都市圏」の
中心市として、岩美町・・・（中略）・・・との
連携を図り・・・（略）」とあります。中心市と
鳥取市を表現したものですが、広域行政は各自治
体が対等・平等と相互尊重の精神（立場）で一致
する又は必要とする行政課題に取り組むものであ
り、他の自治体・住民との交流や協力・共同との
関係をつくる上で適切な表現とは思えません。中
心市でなく、「都市」に修正した方がいいと思い
ます。

　連携中枢都市圏は、総務省の「連携中枢都市圏
要綱」に基づき取り組むものですが、この要綱に
おいて、「圏域の中心都市が近隣の自治体との連
携に基づいて、圏域全体の経済をけん引し圏域の
住民全体の暮らしを支える役割を担う」とされて
います。本市が単に「都市」ではなく、圏域の中
心的役割を担い、近隣自治体、圏域住民の皆さん
との連携（交流や協力・協働）に基づき、取組を
進めてまいります。

盛り込み
済

政策企画
課

14 計画
【基本計画】
第2章　重点
施策の推進

子どもの数が増えるような対策を講じて、学校
の統廃合を 小限に抑えてもらいたい。

　第２期鳥取市創生総合戦略に定める各種施策を
総合的に推進することで、年少人口の減少抑制と
将来的な増加に向けた取り組みを進め、人口減少
に伴い生じることが懸念される様々な市民生活へ
の影響の低減に努めます。

盛り込み
済

創生戦略
室

15 計画
【基本計画】
計画全体につ
いて

　新型コロナウィルス感染症の感染症拡大が見通
せない中では、評価指標の設定が困難だと思いま
す。行政が必要な情報や関係者・専門家の科学的
知見もないまま、経験のない事態の収束の見通し
のない中では、指標の記載は延期・中止すべきで
す。

　総合計画においては「まちづくりの目標」の実
現に向けて、施策の進捗度を把握するため評価指
標を設定し、「Plan（計画）－Do（実行）－
Check（点検）－Action（改善）」といった
PDCAサイクル（継続的改善手法）による進行管
理を行い、施策の改善・効率化を図ることとして
おり、評価指標の設定は必要であると考えます。
　第11次鳥取市総合計画の各施策における評価指
標のうち観光入込客数など、新型コロナウイルス
の感染拡大の影響を受ける分野の指標について
は、現時点における現状値の落ち込みと感染拡大
終息後の施策推進による回復等を想定するなどし
て、外部有識者で構成する鳥取市総合企画委員会
のご意見を伺いながら、令和3年度から令和5年度
までの中長期的な視点に立って目標値を設定する
ようにしています。
　なお、各施策の評価指標については、社会・経
済情勢の変化等を踏まえながら、必要に応じて見
直すなど、弾力的な運用を図るよう考えていま
す。

盛り込み
済

創生戦略
室

5



№
計画・戦略

の区分
意見対象

箇所
意見の概要 市の考え方 対応方針 担当課

16 計画
【基本計画】
計画全体につ
いて

　施策の評価指標の説明文に「中程度」とありま
すが、わかりやすく別記で説明した方がいいと思
います。

　各施策の評価指標の説明のうち「中程度の評価
より高い回答をした市民の割合」等の記載につい
ては、ご意見を踏まえ、例えば『市民アンケート
調査で「いつも楽しい」または「楽しいと感じる
ときの方が多い」と回答した市民の割合』等のよ
り分かりやすい表現に修正します。

修正
創生戦略
室

17 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

結婚・出産・
子育て支援

　少子化対策として新たな出会いの創出で結婚支
援が挙がっておりますが、注力すべきは雇用の創
出や非正規労働者の待遇改善ではないでしょう
か。また、正社員を希望する非正規の方へ職業訓
練や就労支援を拡充することも必要であると思い
ます。

　第２期鳥取市創生総合戦略における戦略の柱Ⅱ
「誰もが活躍できる｀しごとづくり´」におい
て、若者の定住促進を図るための経済・雇用施策
を推進し、これとあわせて結婚や出産の希望をか
なえるための支援や、妊娠・出産・子育てへの切
れ目のない支援に取り組むことで、少子化対策に
取り組むよう考えています。
　なお、本市においては、雇用アドバイザーや働
き方推進アドバイザーを配置し、相談・アドバイ
ス等を通じた雇用の創出や市内企業の訪問の中で
不合理な待遇差の解消（同一労働・同一賃金）を
働きかけるなど多様な人材が活躍できる環境づく
りに取り組んでいます。また、求職者の職業訓練
への助成など就労支援を行うことで雇用の安定を
図っております。今後も効果的な支援を検討して
まいります。

盛り込み
済

創生戦略
室
経済・雇
用戦略課

18 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

結婚・出産・
子育て支援

　鳥取市は、旧態依然とした家父長制的な価値観
の家族が多い土地と思います。何かしらの理由で
「育てやすい」のかもしれませんが、望まない妊
娠による中絶が多い環境は果たして健全なものと
言えるのでしょうか。結果的に子どもが産まれ
て、育てられたからそれで良いとは思えません。
　そう考えたとき、私は産み育てることに関して
皆で考える場が本当に不足していると感じます。
学校での性教育も然り、大人であっても人生の中
で子どもを持つということを改めて主体的に考え
る機会をもっと充実させる事で、より心理的な観
点からも「産み、育て易い」環境を作り出すこと
ができると思います。
　鹿野町の「鳥の劇場」において数年続いている
「産み育てを考えるワークショップ」では、演劇
的な手法を通じて、それぞれが考える産み育てに
関する関心ごとを掘り下げていくもので、大変良
い取組だと考えています。
　本当に市民一人一人が前向きに産み育てに携わ
れるまちを目指してほしいと考えます。

　現在、高校や大学、また成人式など様々な機会
を通して、市民一人ひとりが妊娠、出産に関心を
もち、それぞれの「産み、育てる」価値観を深め
ることができるよう啓発に努めています。引き続
き他部署と連携をもちながら、幅広く取り組みを
進めていきたいと考えます。

参考意見
健康・子
育て推進
課

19 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

結婚・出産・
子育て支援

　鳥取市の人口減少対策に子育て支援を強調して
いますが、実際に赤ちゃんを受け入れる施設（産
後ケア施設など）は少なく、その運営もとても厳
しく、赤字で持ち出しで、何とか運営されていま
す。
　私は産婦人科で働いていますが、精神的に援助
が必要な方は10年前より、増えているのを感じま
す。そういう母子を助けるためのショートステイ
などの制度も入院状況などで、長期に預かる事が
難しい事もあります。
　援助が必要な方は「待ったなし」です。現在、
受け入れをしてくださる施設に金銭面などで、援
助をするべきだと思います。ご検討よろしくお願
いします。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

20 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

結婚・出産・
子育て支援

　産後のお母さんたちは、体力的にも厳しい中、
精神的・肉体的に追い詰められがちで、産後ケア
施設が必要だと感じます。産後１年未満の女性の
死因の第１位は自殺であり、産後の母親に対する
支援は喫緊の課題です。産後ケア施設は、これか
らますます必要になってくるものと思われ、その
維持をしていくために、手厚い支援をお願いしま
す。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

21 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

結婚・出産・
子育て支援

　鳥取市は、子育てしやすい市であることをPRし
ていますが、その根幹である産むことのハードル
を下げる取り組み、更に産んだ後のサポートにつ
いてはまだまだ不十分な点があるように感じま
す。
　本当に「子育てしやすい」街を作るなら、誰も
ができる限り気持ちよく産み育てに向き合えるよ
うな環境を整えることが必須だと考えます。その
意味において、鳥取市は産後ケア施設やその関連
事業を行う方々への金銭面を始めとするサポート
をもっと手厚くしてほしいと考えます。ぜひ前向
きな検討をお願いしたく存じます。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

6



№
計画・戦略

の区分
意見対象

箇所
意見の概要 市の考え方 対応方針 担当課

22 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

結婚・出産・
子育て支援

③待機児童ゼロの継続と子育てサービスの充実に
ついて
　ファミリー・サポート・センター（育児型）運
営について、子育て世代を支援するさらに踏み込
んだ施策として減免制度、減額制度の導入につい
て検討していただきたい。

　基本施策１（３）施策の主な内容③に位置づけ
ております。
　ご意見いただきましたファミリー・サポート・
センター（育児型）に係る子育て世代へのさらに
踏み込んだ支援として、減免等ではありません
が、利用支援として今年度からより多くの方へ情
報発信するためファミサポの公式LINEアカウント
を開設するとともに、安心したサービス提供の場
として子育て支援センターや児童館などの子育て
に係る関連機関との連携も開始したところであ
り、今まで以上に支援が行き届くよう今後もサー
ビスの充実に努めてまいります。

盛り込み
済

こども家
庭課

23 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

結婚・出産・
子育て支援

③待機児童ゼロの継続と子育てサービスの充実に
ついて
　ファミリー・サポート・センターは依頼会員が
協力会員に対して報酬（１時間あたり６００円～
８００円）を支払うことになっているため市民ボ
ランティアという表現は望ましくないと考える。
ただ高額な報酬ではないためボランティア意識を
持った上での活動であるのは間違いない。一方で
協力会員のさらなる確保を考えた時にこの報酬で
適切なのかという議論も必要だと思う。

　ご意見いただきましたように「市民ボランティ
ア」の表現は、「市民のボランティア意識」に修
正します。
　また、報酬（利用料金）については、利用者に
とって利用しやすい金額であることも踏まえなが
ら、今後も検討していきます。

修正
こども家
庭課

24 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

結婚・出産・
子育て支援

　放課後児童クラブは年度途中の利用や長期休業
中のみの受け入れができない（各クラブによって
違うかもしれませんが）というのに不便はないで
しょうか。利用者目線に立ち、サービスの充実や
体制を考える必要があると思います。また、一日
利用等もあるとよいのではないでしょうか。

　児童クラブの年度中途からの入級や長期休業中
のみの入級については、支援員等の確保が困難で
あることなどから受け入れできないクラブもあり
ます。今後も児童の保育を必要とされる方が利用
しやすいクラブ運営となるよう取り組んでまいり
ます。

その他
学校教育
課

25 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

安心できる社
会保障制度の
運営

　Ｐ４３の「④ 介護保険事業の健全な運営」につ
いてですが、介護サービス事業者に対する指導監
督を強化するというのは、単に不正を取り締まる
だけではなく、地域福祉の拠点としてどのような
役割を求めていくのかについても、しっかりと記
述していただきたい。
　介護事業者が不正をしないように取り締まる、
という関係性は一方向と感じます。地域での取り
組みを評価する市の姿勢を書いていただきたいと
思います。

　
　介護サービス事業者に対する指導監督において
は、事業者の制度理解の促進やよりよいケアの実
現のために事業者の支援を目的としており、不正
の取り締まりを目的にしているものではありませ
ん。「④ 介護保険事業の健全な運営」では、利用
者が安全・安心に適切なサービスが受けられるよ
う、サービスの質の確保・向上を図るため、事業
者支援を目的として指導監督業務の強化を図るこ
ととしているものです。
　また、「地域福祉における介護事業者の役割」
については、地域包括ケアシステムの深化・推進
を図るための一翼を担うものとして、「基本施策2
超高齢社会に向けたまちづくりの推進」に位置付
けております。

盛り込み
済

指導監査
室
長寿社会
課

26 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

超高齢社会に
向けたまちづ
くりの推進

　Ｐ４６の「④生活支援サービスの提供体制の構
築」に、協議体について記述を加えていただきた
い。
　現在、生活支援コーディネーターを中心に鳥取
市における協議体のあり方についての検討が行わ
れています。市内には協議体と認識して活動して
いるかどうかは別として、すでにあちこちの地域
で住民が自分たちで地域の課題の検討や、独自の
取り組みが行われつつあります。そうした住民主
体の自治のあり方について市として後押ししてい
く意味で加えていただきたい。

　協議体につきましては、Ｐ46の「④生活支援
サービスの提供体制の構築」において「地域の関
係者が定期的に集まり、地域の福祉課題について
話し合う場」と記載しておりますが、この部分が
協議体のことをなるべく皆様に伝わりやすいよう
な表現で記載した個所となっております。

盛り込み
済

長寿社会
課

27 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

協働のまちづ
くりの推進

　参画と協働のまちづくりを推進するための活動
の定義として、大きく分けて地域コミュニティ活
動（まちづくり協議会、町内会活動等）と市民活
動（ＮＰＯやボランティア団体等）を支援する取
り組みが記載されている感じを受ける。
　双方の活動がそれぞれに活性化することも必要
ではあるが、活動者（担い手）が重複している実
態もある。市民活動団体の継続した活動も担い手
不足で毎年難しくなってきている。
市民活動を支援する市民活動団体拠点アクティブ
とっとりの登録団体数も開設から増えているわけ
ではない。今後は地縁組織と市民活動団体双方が
共同でまちづくりを進めていく施策、支援策が必
要だと考える。

　地域コミュニティ活動に取り組む地域組織と、
市民活動に取り組むＮＰＯ・ボランティア団体等
がそれぞれに取組みを活性化することはもちろ
ん、双方が協力・連携して協働のまちづくりを推
進していくことは非常に有意義であると考えてい
ます。そのため、例えば、地域等のニーズに合わ
せてボランティア活動団体が地域活動に参画でき
るような、ボランティアマッチングシステムを構
築するなど、参画と協働のまちづくりが一層推進
される仕組みや施策を検討していきます。

参考意見
協働推進
課

28 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

協働のまちづ
くりの推進

協働のまちづくりを推進してもらいたい。企業
も地域の一員なので、地域に貢献してもらう事が
必要だ。市も地域の貢献度を見ながら企業に発注
してもらいたい。

　企業も地域の一員であり、協働のまちづくりを
進める上で重要なパートナーであると認識してい
ます。
　本市の発注する建設工事の指名競争入札では、
除雪への協力、災害時の緊急対応、公共施設の清
掃等の社会奉仕活動の実施などの地域貢献度も採
点基準の一つとして審査し、指名する建設業者の
選定を行っています。

盛り込み
済

協働推進
課
検査契約
課
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29 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

地域福祉の推
進

　地域共生社会の実現に向けた取り組みを推進す
るためには、各分野での取り組み、課題、施策を
集約することが求められる。まずは市の各担当部
署の取り組みを有機的に効果的に「つなぐ」専門
部署が必要だと考える。
　基本施策２ 超高齢社会に向けたまちづくりの推
進（Ｐ４４～４７）の施策と基本施策３ 地域福祉
の推進（Ｐ６０～６１）は重複する施策も多い。
各担当部署が各分野の施策を遂行しているのは十
分に理解するが、施策の融合等も含めて「横串し
を刺せる」横断的な担当部署の設置を行って欲し
い。
　地域共生社会の実現に向けてまずは「行政の縦
割り」の解消に着手すべきである。

　地域共生社会を実現していくためには、これま
で以上に部局を超えた横のつながりが重要になる
と考えています。さらなる連携強化を図りながら
包括的な福祉施策を全庁的に進めていく中で、関
係課の役割調整や組織のあり方についても検討し
ていきたいと考えます。

参考意見
地域福祉
課

30 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

地域福祉の推
進

　Ｐ６０～６１の「基本施策３ 地域福祉の推進」
に、単に相談機関の充実に留まることなく、担当
課の再編についても記述をしていただきたい。
　国の進める「重層的支援体制整備事業」は今後
予算の縦割りも無くしていく方向が示されてお
り、市としてもいずれ棚上げできない問題になる
と予想されます。

　地域共生社会を実現していくためには、これま
で以上に部局を超えた横のつながりが重要になる
と考えています。さらなる連携強化を図りながら
包括的な福祉施策を全庁的に進めていく中で、関
係課の役割調整や組織のあり方についても検討し
ていきたいと考えます。

参考意見
地域福祉
課

31 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

持続可能な経
済成長の実現

まちづくりの目標２　ひとが行きかい、にぎわい
あふれるまち
政策１　ビジネス環境の変化に対応した生産性の
高い活力のあるまちづくり
基本施策１　持続可能な経済成長の実現
（３）施策の主な内容
②販路・取引の拡大
　
取組の記載の次に『とっとり市』の紹介絵柄があ
るが、解説がなく、取組の記載との関連も分かり
にくい。そこで、次のとおり記載を修正してはど
うか。
　「・鳥取市公式インターネットショップ「とっ
とり市（いち）」等のECサイト販売の促進・拡大
などを通じて、市内事業者の非対面型ビジネスモ
デル転換への取組を支援します。」

　ご提案ありがとうございます。ご指摘のとおり
修正します。

修正
経済・雇
用戦略課

32 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

持続可能な経
済成長の実現

　「ECサイト」の用語の注書きを入れていただき
たい。

　ご提案ありがとうございます。ご指摘のとおり
注釈を記載します。

修正
経済・雇
用戦略課

33 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

ふるさと・い
なか回帰の促
進

　鳥取県には２０代の就労世代が極端に少ない印
象。県外に出た若者は結婚して子どもができたら
子育て環境の良い鳥取に戻りたいと思うが、その
時はすでに遅く、３０代からの就労、
中途採用とくにマッチングがうまく行かずに諦め
て県外に居住し続けるとういパターンが多いと思
う。都心部の社会経験が地方都市でも活かしきれ
てない。テレワークが今後進むので鳥取に住みな
がら都心部の会社に在籍するという働き方も増え
るのでそのニーズを掴んでほしい。

基本計画（目標2-政策2-基本政策1「ふるさと・
いなか回帰の促進」）施策の主な内容①、④に位
置付けております。
　新型コロナウイルス感染症の影響により、都市
部では、地方での暮らしに関心が高まると同時
に、時間や場所にとらわれないテレワークが普及
し始めております。本市では、鳥取県やふるさと
鳥取県定住機構等の関係機関、さらには庁内経済
担当部門と連携を図りながら地方移住のニーズを
探っているところですが、コロナ禍にあっては、
テレワークのみならず、暮らしや子育ての環境を
求め都市部を離れてＵ・Ｊターンし、転職される
方も少なからずいらっしゃいます。ご意見を参考
とさせていただき、引き続き情報収集を行うとと
もに、それらのニーズにお応えできるよう、中山
間地域における高速通信網の整備や空き家利活用
による住まいのサポート、さらには就職支援など
も含めて受け入れる態勢を強化していきたいと考
えております。

盛り込み
済

地域振興
課
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34 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

滞在型観光の
推進

　
基本施策２　滞在型観光の推進
（３）施策の主な内容
　①山陰ジオパークをいかした取り組みの推進～
⑦インバウンド需要の回復を見据えた国際観光の
推進とありますが、観光客を呼び込むためには観
光情報の発信はたいへん重要な施策となっている
ことから、別に項目立てを行うべきと考えます。
　具体的には

　観光情報の発信力の強化
・観光素材のブランド化や効果的な情報発信を一
層推進するため、情報リテラシーの高い若者層を
ターゲットに、魅力ある観光資源の掘り起こしを
行うとともに、ＳＮＳなどを通じて国内外へ発信
します。（④地域の観光資源の磨き上げから移
行）
・麒麟のまち観光局や関係自治体と連携し、一体
的な情報発信に取り組みます。
（⑥広域観光連携の推進の一部を移行）
・鳥取市公式ウエブサイトにおける鳥取市の観光
情報の入り口となっている鳥取市観光コンベン
ション協会のホームページを鳥取市の観光の顔と
して協会と連携して充実に努めます。（新規）
・観光客の利便性向上、体験情報の発信のためＷi-
Ｆi環境の整備に努めます。（新規）

　観光情報の発信については、本市や圏域を訪れ
る観光客の年齢、国籍、趣味、動向等の属性に
よって発信する情報や手段も異なることから、各
施策に応じた効果的な情報発信として位置付ける
ことが重要と考えます。
　一方、発信力を一層強化するためには、本市の
観光振興をけん引する観光コンベンション協会や
麒麟のまち観光局が取り扱う情報発信媒体の充実
が必要と考えるため、基本計画（目標２－政策２
－施策２「滞在型観光の推進」）施策の主な内容
⑤に以下の通り位置付けます。
　「本市はもとより麒麟のまち圏域の観光消費額
の拡大に向け、鳥取市観光コンベンション協会や
麒麟のまち観光局等と連携し、観光商品の販売を
意識した情報発信力の強化に取り組みます。」
　また、Wi－Fi環境の整備については、基本計画
（目標２－政策２－施策２「滞在型観光の推
進」）施策の主な内容⑦、及び基本計画（目標２
－政策４－施策５「地域情報化の推進」）施策の
基本的方向に位置づけています。観光客の利便性
向上に向け、引き続き官民が連携しながらWi－Fi
環境の整備に取り組んでまいります。

修正
観光・ジ
オパーク
推進課

35 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

滞在型観光の
推進

素通りから滞在型観光に変えて行き、観光地を
周遊してもらうコースを設定して行くべきだ。コ
ロナ禍だからこそ、感染予防をして来てもらいた
い。観光客から市民に感染しない様に万全を期し
てもらいたい。

　基本計画（目標２－政策２－施策２「滞在型観
光の推進」）施策の基本的方向に位置付けていま
す。
　本市はもとより麒麟のまち圏域の魅力ある観光
資源をいかした周遊ルートの造成や、効果的な情
報発信に取り組み、観光客の滞在時間の延長につ
なげていきます。またウィズコロナ・アフターコ
ロナにおいて、市民の皆様と観光客がお互いに安
全・安心に過ごせるよう、新しい生活様式に対応
した受入環境整備の促進を図ってまいります。

盛り込み
済

観光・ジ
オパーク
推進課

36 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

滞在型観光の
推進

山陰海岸ジオパークのエリアに観光客に来ても
らう体制を整えてもらいたい。来てもらう人を増
やしながら、審査に望み、再認定を目指してもら
いたい。その為には、市民が自主的に観光地の清
掃活動をやってもらう必要がある。

　基本計画（目標２－政策２－施策２「滞在型観
光の推進」）施策の主な内容①に位置付けていま
す。
　本市では、山陰海岸ジオパークエリアにおける
ジオサイトの保護保全や教育活動の普及に加え、
観光ツーリズムの推進に取り組んでいるところで
す。令和３年度には日本再審査が、また令和４年
度には世界再審査が予定されていることから、春
の砂丘一斉清掃や秋のジオパーク清掃など、市民
の皆様のご協力をいただきながら、引き続きジオ
サイトの魅力向上と観光客の受入態勢の充実に取
り組んでまいります。

盛り込み
済

観光・ジ
オパーク
推進課

37 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

滞在型観光の
推進

　観光客に接する観光産業で働く人が楽しくいき
いき仕事をすることは、観光客に好印象与え、観
光地をしての鳥取市の評価が上がります。⑤観光
関連産業の育成・支援に次の内容を追加していた
だきたい。

・観光客と接する観光事業に従事する人たちが、
生き生きと働けるよう観光事業者の職場改善を支
援します。

　基本計画（目標２－政策２－施策２「滞在型観
光の推進」）施策の主な内容⑤に以下の通り位置
付けます。
　「鳥取市観光大学などで、新しい生活様式やお
もてなしを両立させた研修機会を設けるなど、観
光客と接する人材育成に取り組みます。」⇒
　「新しい生活様式やおもてなしを両立させた研
修機会の創出を支援するなど、誇りや生きがいを
持って観光客と接する人材育成に取り組みま
す。」と表現を修正します。

修正
観光・ジ
オパーク
推進課

38 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

滞在型観光の
推進

　しゃんしゃん祭を夏だけでなく年間を通じて市
民に幅広く触れ合える場（体験など）があれば良
いと思います。

　基本計画（目標２－政策２－施策２「滞在型観
光の推進」）施策の主な内容④に位置付けていま
す。
　しゃんしゃん傘踊りについては、例年、中心市
街地や鳥取砂丘などで開催される各種イベントに
おいて、踊りの披露や体験の場が提供されている
ほか、鳥取しゃんしゃん祭振興会と本市が連携
し、市民や踊り子を対象にした傘踊り講習会を実
施しています。しゃんしゃん祭が市民の愛着を育
みながら日本を代表する祭となるよう、引き続き
官民連携し、市民が傘踊りに踊りに触れ合える機
会の創出に努めてまいります。

盛り込み
済

観光・ジ
オパーク
推進課

39 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

滞在型観光の
推進

　国府町を含む合併地域のかくれた魅力を今まで
以上に発掘、発信していただきたい。

　基本計画（目標２－政策２－施策２「滞在型観
光の推進」）施策の主な内容④に位置付けていま
す。
　新市域（国府・福部・河原・用瀬・佐治・気
高・鹿野・青谷）の特色ある資源の発掘・磨き上
げ・情報発信を行い、観光誘客につなげてまいり
ます。

盛り込み
済

観光・ジ
オパーク
推進課
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40 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

文化芸術によ
るまちづくり
の推進

　子どもの頃から本物の芸術文化にふれる、楽し
むというような施策を盛りこんではいかがでしょ
うか。

　子どもなど若年層を対象とした文化芸術事業と
して、現在、児童劇・人形劇を鑑賞する「青少年
劇場巡回公演」、音楽・狂言などを鑑賞する「芸
術鑑賞教室」、地域の芸術家が小学校で絵画や音
楽などを教える「芸術の出前講座」などを実施し
ています。併せて乳幼児を対象とした「0歳児から
のコンサート」や、子どもを対象とした参加型の
「こどもワークショップ」など、次世代育成推進
事業に取り組んでおり、引き続き幼少期から文化
芸術にふれる機会の充実を図っていきたいと考え
ます。

盛り込み
済

文化交流
課

41 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

生活基盤の充
実

久松公園のお堀端の電線の地中化が終わったの
で多くの人に来てもらいたい。駐車場の確保に取
り組むとともに、久松公園の掃除も協働で行って
もらいたい。

　久松公園内に駐車場を整備することは困難な状
況であります。公園を利用する際は、くる梨バス
などの公共交通のご利用をしていただくようお願
いします。また、清掃につきましては、地域住民
の方々にも協力してもらいながら清掃を行ってお
り、今後も地域の方々と共に公園管理に努めてま
いります。

その他
都市環境
課

42 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

生活基盤の充
実

　高速道路へのアクセス道路となる「鳥取－覚寺
間」の早期整備の推進について、説明会が終わっ
ていますが、少なくともいくつか反対意見が出さ
れています。具体的な計画ルートはこれからです
が、騒音などの不安や生活環境への影響やルート
変更への要望も出されている中で「早期」という
表現はこうした市民の声を無視する「早期あり
き」の表現はすべきでないと思います。

　市民生活を支える重要な社会インフラである高
速道路ネットワークの整備推進については、早期
のミッシングリンクの解消に向けて国等の関係機
関に働き掛けるなどして取り組んでいるところで
す。
ご意見いただきました「騒音などの不安や生活環
境への影響」等に関する市民のご意見を整備主体
である国に伝え、必要な対策が図られるよう本市
も国や県と一緒に取り組んでいきたいと考えま
す。

参考意見
都市企画
課

43 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

生活基盤の充
実

空き家や空き店舗、空き地や築年数が長くなっ
た住宅やアパートもこれから増えて行く。コンク
リートの破片が落ちているアパートさえある。被
害がでないうちに対策を講じてもらいたい。

　基本計画（目標２、政策４、施策１「生活基盤
の充実」施策の主な内容⑦に位置付けておりま
す。
　今後も空家等の所有者に対して適切に管理され
るよう働きかけてまいります。

盛り込み
済

建築指導
課

44 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

中心市街地の
活性化

駅前の利便性を良くしてもらいたい。駅から出
てもバス乗り場の位置が分かりにくいし、バス
ターミナルまでの経路に時間がかかり過ぎる。バ
スターミナルも老朽化している。駅の正面にはタ
クシー置き場になっているが回転が悪いので、駅
前広場を有効に活用してもらう様に検討をしても
らいたい。

　基本計画（目標2-政策４-基本政策２「中心市街
地の活性化」）
施策の主な内容③に位置付けております。
　交通結節点である鳥取駅周辺については、現
在、鳥取駅周辺再生基本構想（第２期）を策定中
であり、駅周辺が市民にとって活用しやすい場と
なるよう引き続き取り組んでいきたいと考えてお
ります。

盛り込み
済

中心市街
地整備課

45 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

中心市街地の
活性化

駅の北側の再開発を真剣に考えてもらいたい。
若い世代の将来の為にも、投資をしてもらいた
い。

　基本計画（目標2-政策４-基本政策２「中心市街
地の活性化」）
施策の主な内容③、⑤に位置付けております。
　本市の駅周辺は、土地区画整理事業の施行や鳥
取駅高架事業などの基本的な都市基盤の整備が昭
和５０年代に大部分完了しており、既にまちの姿
が形成され、土地利用についてもある程度整然と
したものとなっております。そのため、駅前にて
現時点で大規模な再開発事業を検討しておりませ
んが、手段の一つとして参考とさせていただきま
す。

参考意見
中心市街
地整備課

46 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

中心市街地の
活性化

駅前と商店街を結ぶのも不便であり、横断歩道
が1か所と地下道（階段とエスカレーター）しかな
い。高齢者が増え、障がい者のことも考えたら時
代遅れだ。歩行者や消費者の立場に立って考えて
もらいたい。スクランブル交差点の設置も、実現
には至っていない。市民の声を聞きながら実現し
てもらいたい。

　基本計画（目標2-政策４-基本政策２「中心市街
地の活性化」）
施策の主な内容③に位置付けております。
　交通結節点である鳥取駅周辺については、現
在、鳥取駅周辺再生基本構想（第２期）を策定中
であり、駅周辺が市民にとって活用しやすい場と
なるよう引き続き取り組んでいきたいと考えてお
ります。

盛り込み
済

中心市街
地整備課
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47 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

中心市街地の
活性化

駅前の人の流れを多方向に分散してもらいた
い。駅前だからこそ、交通の便が良いので人通り
が多くてもおかしくない。大丸だけに頼っていて
はいけない。

　基本計画（目標2-政策４-基本政策２「中心市街
地の活性化」）
施策の主な内容③、⑤に位置付けております。
　本市では、第３期にあたる鳥取市中心市街地活
性化基本計画を平成３０年度に策定し、「地域資
源等を活かした交流人口の拡大」、「回遊・滞在
による経済活力の向上」、「若年層のまちなか暮
らしの促進」を掲げ、中心市街地の活性化に取り
組んでいるところです。
　本計画では、「鳥取駅周辺地区と鳥取城跡周辺
地区」の２核と、「若桜街道と智頭街道」の２軸
の区域において、新規事業の促進や既存店舗の経
営強化による魅力創出、公共交通機関やまち歩き
等と連携した情報発信により、市民や来訪者に中
心市街地を回遊し、多くの時間を過ごしていただ
けるような取り組みを進めてきております。
　それらの取り組みの成果が、駅前だけではなく
中心市街地エリア内の多くの場所に整備され、中
心市街地の多くの魅力が拡散されることで、魅力
の向上が図られるよう引き続き取り組んでいきた
いと考えております。

盛り込み
済

中心市街
地整備課

48 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

中心市街地の
活性化

学生の意見も取り入れて若者目線で物事を考
え、中心市街地を賑やかにしてもらいたい。継承
者を見つけてもらい、店を続けてもらいたい。

　基本計画（目標2-政策４-基本政策２「中心市街
地の活性化」）
施策の主な内容③、⑤に位置付けております。
　魅力のあるまちづくりを行うために、本市で
は、まちづくりの担い手となる人材の発掘や育
成、若者が主体的に中心市街地のまちづくりに関
わることができる仕組みづくりに取り組んでいま
す。また、若者の意見の反映が可能となるよう、
計画策定時は大学生に委員を委嘱するなど、意見
を聞きながら中心市街地の賑わいの創出に取り組
んでおり、引き続き、若者など様々な方の意見を
取り入れ、中心市街地の活性化を推進してまいり
たいと考えております。

盛り込み
済

中心市街
地整備課

49 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

中心市街地の
活性化

若者でも商店街で買い物ができる様にして、少
子高齢化でも耐えられる商店街にしてもらいた
い。商店街に活気が戻るような政策を考えてもら
いたい。

　まちの課題解決に資する商店街が主体となった
にぎわい形成活動支援を行いながら、地域の様々
な課題解決につなげていきたいと考えています。

盛り込み
済

経済・雇
用戦略課

50 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

中心市街地の
活性化

旧本庁舎の活用法も早急に決めてほしい。中心
市街地に住む市民の生活が成り立って行かなけれ
ばならない。高齢者が増えているので、スーパー
や銀行、病院、学校などを存続してもらいたい。

　旧本庁舎が立地していた場所は、全市民の貴重
な財産です。本市では、跡地の利活用を検討する
に当たり、様々な方法で多くの方々に幅広くご意
見を伺うべきであると考えます。活用についての
考えを「可能な限りの市民合意」として収れんさ
せて行くには、ある程度の検討期間が必要なもの
と考えてます。
　鳥取市にふさわしい、多くの市民の皆様にご理
解をいただける活用策を示していくよう努めてい
きたいと考えております。

参考意見
政策企画
課

51 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

交通ネット
ワークの充実

公共交通機関も存続に向けて乗車してもらいた
い。

　公共交通機関を守る 善策は、自家用車の利用
を控え、日頃からみんなで公共交通機関を利用す
ることです。現在、バス定期券の購入助成やノー
マイカー通勤促進運動、公共交通フェスタなど、
様々な利用促進策に取り組んでいます。今後も、
市民の公共交通に対する意識の醸成と、利用いた
だきやすい環境づくりに取り組んでいきたいと考
えます。

盛り込み
済

交通政策
課

52 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

地域防災力の
向上

　コロナ禍のもとで「自助」「共助」「公助」を
印を押したように表現することは、感染者に対す
る自己責任を求めることになり、差別の助長にも
つながっていることが明らかになってきていま
す。こうした表現は、個人の尊厳や人権を無視
し、自治体の責務を軽視することになるととも
に、未知の感染症の拡大のもとで、市民にこれま
でと同じように責任・義務を求めることです。こ
れは削除して自治体の責任を明確にし、地域・市
民と協力して地域防災力の向上をすすめることに
改めてほしい。

　新型コロナウイルス感染症患者、医療従事者や
その家族などに対し誤解や差別による人権侵害は
重大な問題であり市長、議長による宣言を行うな
ど啓発活動に取り組んでいます。
　一方、自然災害に対しては「自助」「共助」
「公助」の体系を構築し、防災関係機関との相互
の協力体制による防災事業を推進することで、災
害に強いまちづくりを行い、地域防災力の向上に
努めてまいりたいと考えています。

参考意見
危機管理
課
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53 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

地域防災力の
向上

市民との協働で袋川をきれいにし、美しい袋川
を次世代に引き継いでいただきたい。袋川の支流
もきれいにして行くべきだ。

　一級河川である袋川は、国・県がそれぞれの管
理区分にて管理を行っております。県が管理する
若桜橋周辺においては、「袋川をはぐくむ会」が
主催し、地元住民、各種団体、また、県・市との
協働により除草作業等を行い、河川の環境保全活
動に取り組んでいます。袋川の支流につきまして
は、地域の方々の協力のもと環境美化に努めてま
いりたいと思います。

その他

都市環境
課
下水道企
画課

54 計画

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進

循環型社会の
形成

　「風力発電」について、今鳥取県内、鳥取市内
で大規模な風力発電の設置計画がすすめられよう
としています。
　基本計画の中には、「環境保全活動の推進」が
掲げられています。市は、法律に基づいて国・
県・市の役割分担と「事業者・市民との適切な役
割分担」のもとで、と再生可能エネルギーの普
及・利用促進を図る」としていますが、大規模な
風力発電は、地元企業が地元の住民と協力して行
うものではありません。市は方針を示す時です。
また、大規模であるための自然や生活への影響を
排除してこそ、「環境保全」であり、そうした点
で単に普及・利用促進の表現では、自然や生活環
境は守れないと思います。住民参加型の環境行政
や住民合意による再生可能エネルギーの普及・利
用促進になるように市がリードする枠組みやシス
テムの構築が急務です。

　市民や事業者との適切な役割分担のもと、再生
可能エネルギーの普及・利用促進を図ります。の
意味ですが、企業と住民が協力して行うという意
味ではなく、市民・事業者がそれぞれの立場でそ
れぞれが行う再生可能エネルギーの普及・利用の
ことを表しています。風力発電事業については、
重大な環境影響を防止するため、事業内容を決め
るにあたって事業の必要性や採算性だけでなく、
環境の保全についてもあらかじめ考えることが重
要となることから環境影響評価制度（環境アセス
メント）が義務付けられています。
　この制度は、事業が環境にどのような影響を及
ぼすかについて、あらかじめ事業者自らが調査・
予測・評価を行い、その結果を公表して市民・行
政から意見を聴き、それらを踏まえて環境の保全
からよりよい事業計画を作り上げるものですの
で、ご理解いただきますようお願いします。

その他
生活環境
課

55 計画 その他

　読み進めていくと、鳥取市の今とこれからが想
像できる計画だと思いました。『こうなると良い
な』と思われることがたくさん記載されていま
す。自分たちがこの町を良くしていくのだ、市政
に参加するのだという気持ちが大切だと感じられ
る計画です。ただ、いろいろな計画が策定されて
いますが、こんな計画もあったのかと思うものも
たくさんあります。
　この計画が確実に私たち市民の手に届き、目に
触れるようにしていただきたい。ただ『作成し
た』で終わってほしくないと思っています。

　第11次鳥取市総合計画は本市の 上位の計画で
あり、令和12年度までの長期展望に立って、市民
や企業・団体等の皆さまに市勢振興の基本的方向
を示すとともに、本市のめざす将来の都市像を明
らかにするものです。
　まちづくりは、市民、企業・団体等、行政が適
切な役割分担もと、連携・協力して取り組むこと
が必要です。とっとり市報やケーブルテレビなど
様々な方法で計画内容の周知に努め、協働してま
ちづくりに取り組んでいきたいと考えています。

盛り込み
済

創生戦略
室

56
計画・戦
略

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進
結婚・出産・
子育て支援

【総合戦略】
第2章　施策
の展開
基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　産後ケア施設を市内にもっと増やしてほしい。
市内の産後ケア施設は運営が厳しく、ボランティ
アの協力でなりたっています。支援をお願いしま
す。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

57
計画・戦
略

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進
結婚・出産・
子育て支援

【総合戦略】
第2章　施策
の展開
基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　安心して子育てできる環境づくりのため、共働
き世帯に向けて夏休み期間限定の学童保育を設置
してほしい。

　児童クラブの年度中途からの入級や長期休業中
のみの入級については、支援員等の確保が困難で
あることなどから受け入れできないクラブもあり
ます。今後も児童の保育を必要とされる方が利用
しやすいクラブ運営となるよう取り組んでまいり
ます。

その他
学校教育
課

58
計画・戦
略

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進
多文化共生の
まちづくりの
推進

【総合戦略】
第2章　施策
の展開
基本目標Ⅲ-4
誰もが安心し
て暮らし続け
ることができ
るまちづくり

　行政情報の多言語化について、特に外国人が鳥
取で生活し、また子育てをしていく中で様々な申
請書を提出する必要がありますが、そのほとんど
が日本語であり、外国人が理解するには内容も難
しいと感じています。申請書などの行政文書につ
いても多言語化することが必要と思われます。

　行政情報の多言語化については、鳥取市ホーム
ページの多言語対応やごみの捨て方のポスターの
翻訳などの取り組みを行っているところです。
　また、保健所においては、母子手帳や予防接種
問診票など多言語での情報提供に努めています。
行政窓口における申請書等の多言語化について
は、申請書の「記載例」を多言語化するなど、工
夫していきたいと考えています。

盛り込み
済

文化交流
課
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59
計画・戦
略

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進
多文化共生の
まちづくりの
推進

【総合戦略】
第2章　施策
の展開
基本目標Ⅲ-4
誰もが安心し
て暮らし続け
ることができ
るまちづくり

　外国人の育児環境について、文化が違うが故の
弊害もあり、周囲に馴染めないこともあるようで
す。教育現場や地域で理解し合える環境づくりが
大切です。

　本市では、鳥取市国際交流プラザにおいて、多
様な国際文化を理解するための講座の開催や交流
イベントを実施しているほか、鳥取市国際交流員
（ドイツ・中国・韓国）が地区公民館等に出かけ
て、文化の違いを知っていただく国際理解講座を
開催しています。また、小中学校においては、日
本語指導を必要とする児童生徒が安心して生活・
学習できるよう、支援員を配置し学習支援に取り
組んでいます。外国人住民が文化や習慣の違いに
より、孤立することのないよう、相互理解のを深
める取り組みの充実に努めていきたいと考えま
す。

盛り込み
済

文化交流
課
学校教育
課

60
計画・戦
略

【基本計画】
第3章　基本
施策の推進
地域防災力の
向上

【総合戦略】
第2章　施策
の展開
基本目標Ⅲ-4
誰もが安心し
て暮らし続け
ることができ
るまちづくり

　自治会に入っていないマンション、アパートの
住民に対する防災について、地域との接点をどう
するか検討と対策が必要かと思われます。

　地域の防災を担う本市の自主防災会は主に自治
会を中心として構成されていますが、自治会への
加入率が年々低下し、地域でのつながりが希薄に
なっています。災害における対応について自主防
災会（町内会）の訓練のみならず地区（小学校又
は地区公民館単位）での訓練の参加自主防災会の
訓練のみならず地区での訓練の参加を呼びかけて
いく事で防災意識の高揚と人と人のつながりを醸
成し、町内会・自治会への加入促進につなげてい
きたいと考えています。

参考意見
危機管理
課

61 戦略

【総合戦略】
第1章　総合
戦略の基本的
な考え方

　コロナ感染症の現状と対応について、全く触れ
ていないまま策定されるのは適切ではない。

　総合計画の第1編「基本構想」の第1章「計画策
定の趣旨」に、新型コロナウイルス感染症の発生
を契機とした新たな社会・経済状態への変化に的
確に対応していくことを明記し、基本計画を構成
する各分野の施策において、その取組みを位置づ
けるようにしています。そして、総合計画を構成
する施策のうち人口減少問題に対処する施策を、
第2期鳥取市創生総合戦略に位置付ける構成とし、
両計画は一体的に策定するようにしており、ご意
見の内容につきましては、総合計画に明記するこ
とで対応しているところです。

盛り込み
済

創生戦略
室

62 戦略

【総合戦略】
第1章　総合
戦略の基本的
な考え方

　「地域の外から稼ぐ力を高めるととも
に・・・」の表現は、コロナ禍における地域経済
の回復の対策をする上で状況に適したものではな
い。

　新型コロナウイルスの感染拡大により、地域経
済や市民生活に大きな影響が生じていることを踏
まえ、緊急対策として、雇用の維持と事業の継続
を確保し、地域経済と市民生活を守り抜くことが
重要となります。
　そして、感染拡大終息後は、地域内外の交流の
再活性化や、地域の賑わいの創出等に取り組み、
地域経済を早期に立て直すことが必要となりま
す。
　第2期鳥取市創生総合戦略は令和３年度から令和
7年度までの５ヶ年計画として中長期的な視点に
立って施策を定めることとしており、また国の第2
期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」で示され
ている３つの「地方創生の目指すべき将来像」に
変更は生じていない状況であり、ご意見いただき
ました「地域の外から稼ぐ力を高めるとともに、
地域内経済循環を実現する」の表現の修正につき
ましては、中長期的な視点として必要な記載であ
るため、原案どおりとさせていただきたいと思い
ます。

盛り込み
済

創生戦略
室

63 戦略

【総合戦略】
第1章　総合
戦略の基本的
な考え方

　（中心市街地に）特に、年少人口を増やして行
き、学校の統廃合を 小限に抑えてもらいたい。

　第２期鳥取市創生総合戦略に定める各種施策を
総合的に推進することで、年少人口の減少抑制と
将来的な増加に向けた取り組みを進め、人口減少
に伴い生じることが懸念される様々な市民生活へ
の影響の低減に努めます。

盛り込み
済

創生戦略
室

64 戦略

【総合戦略】
第1章　総合
戦略の基本的
な考え方

人口の自然減を緩やかにしてもらいたい。人口
の社会動態を転入超過にする施策に重点的に取り
組んでもらいたい。

　第２期鳥取市創生総合戦略に定める各種施策を
総合的に推進することで、人口の自然減及び社会
減の抑制と将来的な増加に向けて取り組みます。

盛り込み
済

創生戦略
室

65 戦略

【総合戦略】
第1章　総合
戦略の基本的
な考え方

　旧鳥取市の人口を増加に転じてもらいたい。

　第２期鳥取市創生総合戦略に定める各種施策を
総合的に推進することで、旧鳥取市域を含む本市
人口の減少抑制と将来的な増加に向けて取り組み
ます。

盛り込み
済

創生戦略
室
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66 戦略

【総合戦略】
第1章　総合
戦略の基本的
な考え方

国の機関や本社機能を本市に移転してもらうよ
うに働きかけてもらいたい。

　東京一極集中の是正、特に20代の転出超過を解
消するため、企業や政府機関の地方移転や地方拠
点の拡大を促進させるなど、多様な働く場の創出
に向けて国や県への要望を継続するとともに、企
業誘致活動においても本社機能の移転に向けて、
県と連携して積極的に取り組みます。

盛り込み
済

創生戦略
室

67 戦略

【総合戦略】
第1章　総合
戦略の基本的
な考え方

若者が安心して暮らして行けるように、正規雇
用や安定した収入が得られる職業を増やして行く
必要がある。正規雇用や安定した収入が得られれ
ば、生活も充実し、結婚・出産・育児ができる。
初婚年齢も男女とも引き下げていき、子どもの数
を増やしてもらいたい。兄弟姉妹の人数が増えて
ほしい。20代前半から結婚ができる環境にしても
らいたい。晩婚化になると、出生数は減って来
る。

　若者の定住促進を図るための経済・雇用施策を
推進するとともに、結婚や出産の希望をかなえる
ための支援や、妊娠・出産・子育てへの切れ目の
ない支援に取り組み、出生数の増加に向けて取り
組みます。

盛り込み
済

創生戦略
室

68 戦略
【総合戦略】
戦略全体につ
いて

　コロナとの関係でＫＰＩの設定は現下の経済状
況を考慮して反映したものに見直しすべきではな
いか。（目標の可否・是非を含めて検討すべき）

　第２期鳥取市創生総合戦略の各施策におけるKPI
（重要業績評価指標）のうち観光入込客数など、
新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受ける分
野の指標については、現時点における現状値の落
ち込みと感染拡大終息後の施策推進による回復等
を想定するなどして、外部有識者で構成する鳥取
市総合企画委員会のご意見を伺いながら、目標値
を設定しています。
　なお、創生総合戦略の各施策の指標について
は、施策の進捗状況や社会・経済情勢の変化等を
踏まえ、毎年度の改訂作業において必要に応じて
見直すなど、弾力的な運用を図るよう考えていま
す。

盛り込み
済

創生戦略
室

69 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり　ほか

若い世代に本市に住みたいと思わせるようなま
ちづくり、住み良いまちづくりを考えてもらいた
い。若者の県外流出を食い止め、定住を促進する
にはどうすれば良いのかを考えてもらいたい。

　本市は、快適、安心安全といった鳥取市らしさ
（魅力・価値）を鳥取市ブランドへ確立すること
によって、若い世代をはじめすべての人が暮らし
たい、自信と誇り・夢と希望に満ちた鳥取市を目
指しています。
　次代を担う若者の様々な声にも耳を傾けること
とし、市長と若者が直接対話し、意見交換を行う
ストリートミーティングを開催し、若者の意見を
まちづくりに反映させるよう取り組んでいるとこ
ろです。
　また、とっとり若者地方創生会議では、若者の
視点から、若者定住につながる様々な取組を行っ
ており、今後も若者定住の促進に向け、取組を進
めてまいります。

盛り込み
済

政策企画
課

70 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　若者の県外流出を 小限に抑えてもらいたい。

　新たな出会いの創出と結婚支援を行うことで若
者の定住を図るため、麒麟のまち婚活サポートセ
ンターを設置し、出会いから成婚までのサポート
に取り組んでいます。
　また、若者の市内への定着の取組が重要だと考
えており、公立鳥取環境大学、鳥取大学を卒業す
る学生についても、市内企業への就職者の増加に
向けた取組を引き続き推進してまいります。

盛り込み
済

政策企画
課

71 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

20代前半から結婚ができる環境にしてもらいた
い。晩婚化になると、出生数は減って来る。

　麒麟のまち婚活サポートセンターを設置し、新
たな出会いの創出と結婚支援に取り組んでいま
す。また「結婚・出産・子育て支援」の一連の取
組において、出会いから結婚・妊娠・出産・子育
てへの切れ目のない支援を行うこととしていま
す。

盛り込み
済

政策企画
課

72 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　婚活サポートセンターを設置しても結婚に至っ
たのは２０組に止まっている。出生数・合計特殊
出生率を上げてもらいたい。

　「麒麟のまち婚活サポートセンター」による婚
活支援の取組みをはじめ、第２期鳥取市創生総合
戦略に定める各種施策を総合的に推進すること
で、出生数の増加と合計特殊出生率の上昇に向け
て取り組みます。

盛り込み
済

創生戦略
室
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73 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　不妊治療にも支援をしてもらいたい。

　不妊治療に関しては、不妊検査、一般不妊治
療、特定不妊治療などの検査費、治療費助成を
行っております。国県の制度に加え、市の追加助
成を行っており、また回数制限なども上乗せし経
済的な負担を軽減できるよう、助成の充実を図っ
ています。

盛り込み
済

健康・子
育て推進
課

74 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

妊産婦の健康支援をやってもらいたい。妊婦健
診や母子検診も充実してもらいたい。

　妊産婦の健康支援については、妊婦健康診査14
回分の助成や各種検査費、また産後健康診査にお
いては2回分の助成を行っています。経済的な心配
を少なくし、安心して定期的に健康診査を受け、
胎児の確認や様々な相談ができるようになってい
ます。また、産後の心身の不調があると把握した
場合には、専門の医療機関や産後ケア事業等を紹
介しながら、心身の回復につながるように支援し
ております。

盛り込み
済

健康・子
育て推進
課

75 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

【県内にある産院・産婦人科が一体となった妊婦
へのケア】
　コロナ禍の今、妊婦さんへの対応はどうなって
いるのでしょうか。お腹の赤ちゃんのため、外出
を控え、母親学級のないまま、不安を抱えながら
すごしておられる方もたくさんいらっしゃると思
います。特に、妊婦さんの心に寄り添ったケア、
安心して出産できる環境を求めます。コロナだか
らといって、接触を減らして対応することは正し
いケアと言えるのでしょうか。

　妊娠中の人が、様々な不安を取り除き安心して
出産することができるよう、駅南庁舎にあります
こそだてらすや、東保健センター、各支所で個別
の妊婦相談を行っています。今後も助産師会や産
婦人科等と連携をとりながら、より丁寧に妊娠期
からの支援に取り組む必要があると考えていま
す。

参考意見
健康・子
育て推進
課

76 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　一時預かりなど、赤ちゃんを預けれる施設を増
やして土日も預けれるようにしてほしいです。助
成も1人目からいろいろしてほしい。

　【基本目標Ⅰ-1】結婚・出産・子育ての希望が
かなうまちづくり-３重点施策（１）「結婚・出
産・子育て支援」-具体的な取組③　に位置づけて
おります。
　本市では、一時預かり保育、休日保育、病児・
病後児保育、延長保育など特別保育事業の実施に
取り組んでおり、引き続き、多様な保育ニーズに
対応するなど、安心して子育てができるよう子育
て支援の推進に努めてまいります。

盛り込み
済

こども家
庭課

77 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

【産後ケア施設への支援】
　産後ケア施設では資金のこともあり、軌道に
のっていないそうです。出産というと、めでたい
ことのように思われますが、産む状況は人それぞ
れであり、皆が皆喜びの中で育児をしているわけ
ではありません。特にコロナ禍の今、核家族化も
あり、孤立しているお母さんも少なくないと思い
ます。産後ケア施設では、そんなお母さんたちに
寄り添った温かい場所でありたい、と頑張ってお
られます。
　心と心がつながった子育て“愛”鳥取県であっ
てほしいと願います。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

78 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　産後ケア施設がもっと増えて、たくさんの方が
少しでも気持ちが楽になったり救われたらうれし
いのですが、ご自身で資金繰りをされ、ボラン
ティアの方が食事をご用意されていると聞きまし
た。子育てする母親にとって、こういった助けを
求められる場所はとても貴重でありがたいもので
す。県や市からも助成をして、守り増やしてほし
いと思います。決してこういった善意の輪が途切
れることのないように検討よろしくお願いしま
す。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

15
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79 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　産後のお母さんたちに必要な支援として、「産
後ケア」という言葉も浸透してきたと感じます
が、言葉ばかりが先行して、実際の現場は基盤と
人手もとても脆弱です。
　個人院で受けるとされる母子事業は、「当院で
出産した人へのサービス」を前提としか受けてい
ません。産後うつの早期発見・対応のために、と
実施されている「エジンバラ」も産後打つが発症
すればすぐに診てくれる病院もありません。
　そういう現状を知っておられますか？智頭には
町の助成を得て産前産後ケア施設が完成しまし
た。智頭にできて、市にできないのははぜです
か？婚活に一千万円の予算をつけても、今子育て
をしている世代が幸せに見えなければ結婚に憧れ
も夢も抱けるはずがありません。
　私は産後ケア施設でボランティアをしていま
す。ここを訪れるお母さんは、1対1で向き合って
くれる安心できる場を求めてやってきています。
そして、いつもほっとした笑顔で帰って行かれま
す。
　今、一生懸命子育てしているお母さんを支える
ために、産後ケア事業の基盤をまず安定したもの
にすること、そして担い手を増やすための助成を
お願いします。このままでは、受け皿がなくなり
ます。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

80 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　孤独な子育てはほんの少しのきっかけで簡単に
一線を越えてしまいます。
　なので、母子を孤立させないでほしい。寡婦や
貧困も優先課題ですが、同居でない、近くに信頼
できる人がいない、県外から嫁に来たなど、「自
分は援助を受けるほどではない」と思い込んで孤
独を深める人は多いです。
　どうか「すぐに頼れる他人」「気軽に頼れる専
門家」の地域への配置等の整備をお願いします。

　苦しい時に母子でお世話になれる施設（助産院
や民宿など）への補助（少ない負担で利用できる
こと）

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

81 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

産後ケアの充実に力を入れてほしい。
市内の産後ケア施設では、全く人手が足りない状
況が続いています。代表の方が、体調を崩される
ことがあれば、鳥取市の産後ケアは実質崩壊する
と思います。この産後ケアを受け継ぐ若い助産師
等の育成も望めません。後進が育たなければ、母
子に対するきめ細やかなケアの継承も困難になる
かもしれないと危惧します。
産後ケアの充実で子供をもう一人生み育てたい、
と考える女性も出てきて人口増にも貢献すること
になると考えます。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

82 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　産後ケア施設を市内にもっと増やしてほしい。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

83 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　産後うつで大変な思いをしても支援を受けられ
ず、虐待したり自分を追い込むお母さんがいらっ
しゃるようです。お母さんたちが気軽に相談でき
たりする場所、安心して子どもと一緒に過ごせる
ところがあれば子育てが楽しくなると思います。
産後ケア施設など、そういう居場所づくりに助成
金をお願いします。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

84 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　産後ケア施設の充実をお願いします。市内にあ
る産後ケア施設の存続に力を貸していただきた
い。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

16
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85 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　子育て支援を優先してほしい。産後うつが問題
となっている今、市内の産後ケア施設は数が少な
いうえ、すでにある産後ケア施設も個人が経営し
ていてボランティアでなりたっている。施設をよ
り利用しやすいように、行政の支援を強く求めま
す。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

86 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　赤ちゃんと過ごす時間が幸せで充実していれ
ば、もう１人こどもが欲しいと自然に考えるもの
だと思います。そのためには、いつでも頼りにし
ていい安心できる場所があることが重要だと考え
ます。市内にある産後ケア施設は、志のある産後
ケアを行っていますが、料金も安く、コロナの影
響で利用者が急増して経済的に厳しいのでボラン
ティアで手伝ってもらっているとのことです。妊
娠・出産への包括的支援の予算を産後ケアで働く
方への人件費や施設の充実のために振り分けるこ
とは、次世代の鳥取市を担う‘ひとづくり’に必
ずつながります。産後1年間のケアは、お母さんだ
けでなく、子どもの健全育成にも非常に大きな意
味を持っています。安定した母子関係は健やかな
成長につながります。次世代の鳥取市を担う‘ひ
とづくり’の施策の中で、このとても大切な0歳児
の子育て支援に是非重点をおいていただきたいと
思います。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

87 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　鳥取市において、妊婦へのケア、乳児母子への
産後うつ対策等の福祉施策を実施しているが、主
体的に市の職員が現場対応しているようには見え
ない。市の役割は企画の立案であり、現場対応は
看護師、助産師、カウンセラーへ頼ることにな
る。そうした中、心ある市民のボランティア活動
に頼っているのが現状であろうが、その活動の主
体は、金銭面から非常に不安定な活動を行ってい
る。これらの団体が採算のとれるような金銭的交
付が必要であり、現状では採算面において産前産
後の母子ケアは貧弱になっている。産後の女性を
支援することは鳥取市の今後あるべき姿であり、
長期ビジョンにたって、支援策を考えることが必
要である。現状 も必要で喫緊なことは、活動主
体者への金銭補助、事業費交付と考える。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

88 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　ポストコロナ・ウイズコロナの社会において
は、「仕事は都市部の企業に籍を置き、あるいは
都市部の企業のオファーを請け負いながら、鳥取
のような自然豊かな、時の流れもゆったりとした
地方で主に生活していく」というスタイルの生活
を望む人が増えてくるのではないかと思われる
が、それを実現するためには、親類縁者から離れ
た地方での妊娠・出産・育児における問題をクリ
アしておく必要がある。妊娠・出産・育児を身近
な事として、それらを見ながら育っていない現代
の若者にとって、それらが容易なものではないと
思っている事は想像出来るであろう。そのためそ
れらを支援する支援機関（支援者）、支援体制
（組織）が不可欠であり、助産院のような産前産
後のケアを行える施設の充実が必要であり急がれ
る。しかしそう言った施設の現状を見ると、ボラ
ンティアの方々に支えられて何とかして運営され
ているのが実情である
。公的機関が自らのところで手が回らなくなる
と、民間に委託することはよくある。行政機関の
民間ボランあるが、民間が継続して活動、運営し
て行けるように、せめて資金面での援助はしっか
りと行なってほしい。将来にいかされる投資を考
える事が必要であると思う。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

89 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　子育ては、孤立した状況の中ではうまくいか
ず、虐待や産後うつなどの危険性もある。誰も
が、住んでいるその地で子育ての相談をしたり、
安心して子どもを預けることができる場所の存在
は、少子化対策の中でも 優先されるべきと考え
る。
　市内の産後ケア施設では協力者を得て運営して
いるが、経営は常に赤字であるうえ、4月からの産
後ケア無償化やコロナ禍で利用者が急増してい
る。産後ケアの重要性を知ってもらいたい。

　産後ケア事業は、産婦の育児不安の解消や心身
の安定を図るため、重要な取り組みであると考え
ています。
　現在、産後ケア事業の利用件数が増加してお
り、今後も増加が見込まれることから、施設の受
け入れ体制の強化なども含めて検討したいと考え
ています。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

17
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90 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　産後ケア施設をもっと利用しやすいようにして
ほしい。窓口まで行かなくても申請できるとか、
電話でいろいろ説明しなくてもネットで申込でき
るようにしてほしい。

　産後ケアサービスは、事業の性格上、利用され
る方の状況を確認する必要があり、対面でお話を
伺っています。なお、窓口へおいでいただくこと
が難しい場合には、家庭訪問等で対応させていた
だいており、家庭訪問での申し込みが可能な旨
は、申し込みの都度お知らせする等周知に努めて
いきます。

参考意見
こども家
庭相談セ
ンター

91 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

出産後の支援を充実してほしい。育児に悩んだ
ときに相談ができる体制を強化してもらいたい。

　現在、本市では、専任の相談員を配置し、専用
電話で育児に関する様々な悩みの相談を受けると
ともに、子育て支援に関する情報提供を行ってい
ます。
　また、体調不良や強い育児不安等がある母子を
対象に、病院、助産所などでケアを受ける産後ケ
アサービスを行っています。
　今後も、産婦の育児不安の育児不安の解消や心
身の安定を図る取り組みを強化していきたいと考
えています。

盛り込み
済

こども家
庭相談セ
ンター

92 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

一時預かりや母子デイサービス、母子ショートス
テイを利用するには市内の市役所までいくことに
なっているが、状況的に難しい。1回利用したら、
２回目以降もまた申請が必要なのはすぐに利用で
きない原因。母子の体調は日々変化するので、何
週間も待たされても困る。

　ママゆったり事業（乳児一時預かり）、母子デ
イサービス、母子ショートステイについては、事
業の性質上、利用される方の状況を確認する必要
があり、対面でお話を伺っています。窓口への来
庁が難しい場合は、家庭訪問により対応していま
す。家庭訪問による申し込みが可能な旨は、申し
込みの都度お知らせする等、周知に努めてまいり
ます。
　なお、保育園での一時預かり事業は、保護者の
就労や病気、冠婚葬祭、リフレッシュ等の理由に
より、一時的に家庭での保育ができない場合に、
週3日を限度として預かり保育を行うものです。利
用の受付は、実施施設（市内保育園等11施設）で
行っています。

参考意見

こども家
庭相談セ
ンター
こども家
庭課

93 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　
　「こども食堂」を利用しています。月に1回ある
だけでも大変助かります。これがもう複数回あ
る、自宅近くにある、くらいに広がり、浸透すれ
ば親の負担が減り、次の子どもをもつことへのス
テップにつながります。
　こども食堂をもっと増やす、もしくは回数を増
やせるように。

　市民の主体的な活動である地域食堂(こども食堂)
の全中学校区での開設と、活動の充実のための運
営団体や地域食堂ネットワークへの支援を引き続
き行ってまいります。

盛り込み
済

中央人権
福祉セン
ター

94 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　女性が活躍できる社会にしてもらいたい。

　女性が活躍できる社会を目指すためには、男女
が社会の対等な構成員として、自らの意思によっ
てあらゆる分野における活動に参画できる機会が
確保されなければなりません。
　本市では、男女ともに働き易い環境づくりに取
り組む企業を、「男女共同参画かがやき企業」と
認定し、あわせて、企業に対し、女性が自身の能
力を十分に発揮できるよう働きかけを行っていま
す。

盛り込み
済

男女共同
参画課

95 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　職場に働き方について相談しても対応してもら
えなくて困っている。

　労働局や鳥取県（中小企業労働相談所）と連携
を図りながら鳥取市内企業を対象に働き方改革推
進セミナーの実施や働き方改革推進アドバイザー
の企業訪問による助言・指導を行い、働き方に対
する周知を図ってまいります。

盛り込み
済

経済・雇
用戦略課

96 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　産休から育休に切り替わると、上のこどもたち
の保育時間が標準から短時間になります。下の子
の首がすわっていないので保育園の送迎に困って
います。ファミリー・サポートの利用は、毎日の
こととなると金額が高い。

　子育ての悩みやお困りの件について、随時、園
でご相談をお受けしております。解決に向けた具
体的な方法について提案するなど、保護者の方に
安心してご利用いただけるよう努めていきたいと
考えます。

その他
こども家
庭課

97 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　現在、1カ月の子どもを育てています。なかなか
寝ないので、ずっと抱っこをしており、ハイロー
チェア等のスイングして寝かせられる物の購入を
検討しているのですが、金額も高いので、レンタ
ルがあれば助かります。

　物品の貸し出し等については、衛生面や安全性
の問題などから難しいと考えておりますが、ご意
見いただいた子どもの寝かせ付けの他、子育てに
対しての不安や悩みに関しては、随時、保育園、
子育て支援センター、児童館等でご相談に応じて
おり、引き続き育児相談・支援を積極的に進めて
まいります。

その他
こども家
庭課
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計画・戦略

の区分
意見対象

箇所
意見の概要 市の考え方 対応方針 担当課

98 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　タクシーの放課後利用（習い事等への送迎）の
補助。

　本市では、ファミリー・サポート・センター
（育児型）による預かりや送迎などの子育て支援
サービスの提供や、こどもの医療費負担の軽減な
ど、子育て中の保護者の方への様々な支援に取り
組んでいるところです。
　ご意見いただきましたタクシー利用による習い
事等への送迎については、基本的には各ご家庭で
対応いただくものと考えますが、ご意見の内容に
つきましては各種子育て支援団体や鳥取ハイヤー
共同組合とも共有させていただくなど、子育てし
やすい環境づくりに官民をあげて取り組んでいき
たいと考えます。

その他

こども家
庭課
交通政策
課

99 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

　こどもが入院したときの付き添い用ベッド、保
護者の入浴と食事の保証。他の家族の病院近隣宿
泊施設の滞在補助。

　ご意見いただきました「こどもが入院したとき
の付き添い用ベッド、保護者の入浴と食事の保
証。他の家族の病院近隣宿泊施設の滞在補助」に
ついては、基本的には各ご家庭で対応いただくも
のであり補助制度の創設は困難と考えますが、本
市においては、病児・病後児保育施設や夜間休日
急患診療所の運営、子どもの医療費負担の軽減な
ど、病気になった子どもを持つ保護者支援の充実
に引き続き取り組んでいきたいと考えます。

その他

こども家
庭課
保険年金
課

100 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-1
結婚・出産・
子育ての希望
がかなうまち
づくり

乳幼児に対しての暴力や虐待を無くしてもらい
たい。住民の情報が頼りになる。

　現在、本市では、子育て相談や虐待と思われる
案件の連絡先を、公式ホームページに掲載し、市
民への周知を図っています。
　また、国が作成する虐待防止のリーフレット
を、本市の小学校や中学校、また保育園や幼稚園
等に配付し、緊急の場合の連絡先などについて各
家庭への周知を図っています。
　また、11月の「児童虐待防止推進月間」には、
とっとり市報に特集記事を掲載し、すぐに相談で
きる連絡先の広報も行っています。
　今後も、あらゆる機会を通じて、子どもの虐待
防止についての連絡先等の周知に努めていきま
す。

その他
こども家
庭相談セ
ンター

101 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-2
ふるさとを愛
する心豊かな
人財を育むま
ちづくり

　地域や社会を良くするために何をすべきなのか
考えることがある児童生徒の割合目標値が中学校
では４５％では低すぎる。現状値でも小学校・中
学校とも低い。

　全国の地域や社会を良くするために何をすべき
なのか考えることがある児童生徒の割合は現状値
で39.4%となっており、本市の目標値はこの全国
平均の５％増を目指すものです。今後、計画に位
置付けた取り組み等を推進し目標達成できるよう
努めてまいります。

参考意見
学校教育
課

102 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅰ-2
ふるさとを愛
する心豊かな
人財を育むま
ちづくり

上の子が小学校にあがる。徒歩圏内と言われる
が、近所に子どもがいないため、どうやって登校
させるのか不明。バス通学をしたくても定期券の
割引などはなく、困っている。

　就学後、一緒に登校できる児童が近所にいない
ことから、安全に通学できるかご不安に思われて
のご意見と推察いたします。児童の通学について
は、安全安心に通学できることが大切だと考えて
おりますので、ご不安に思われることがありまし
たら就学予定の学校へご相談ください。また、バ
ス通学については、一定の条件がありますが補助
制度を設けております。対象となるかどうか等詳
しくは就学予定の学校又は学校保健給食課へお尋
ねください。

その他
学校保健
給食課

103 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅱ-1
稼ぐ地域・仕
事と安定した
雇用環境づく
り

　大学生市内就職率を向上する。

　市内企業の人材確保及び大学生の市内就職を促
進するため、自社の広報活動に対する支援や、従
業員の奨学金返済支援制度に取り組んでいる事業
者へ支援を行っているほか、市内企業と大学との
情報交換会の開催などに取り組んでいます。ま
た、経済団体や教育機関、雇用関係機関等と連携
しながら、高校生を対象とした企業見学会の開催
や企業ガイドブックの配布などによる、高校生の
うちから市内企業のPRを行っており、地元就職率
の向上につなげるよう取り組んでいるところで
す。

盛り込み
済

経済・雇
用戦略課

104 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅱ-1
稼ぐ地域・仕
事と安定した
雇用環境づく
り

　市内農業産出額を大幅に向上して農業所得も上
げて行く。

　農産物の販路拡大、収益性の高い作物の生産振
興、農林水産物の特産品化などを推進するととも
に、スマート農業の導入を支援するなど、省力化
や経営の安定化を進めることで、農業所得の向上
につなげていきたいと考えます。

盛り込み
済

農政企画
課
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105 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅱ-1
稼ぐ地域・仕
事と安定した
雇用環境づく
り

　農林従事者や農業女子を増やしてもらいたい。
それには、農業が出来る環境づくりが必要だ。綺
麗な環境でないと農業をする人は増えないだろ
う。農業の担い手を探すとともに、農地の状態を
確認して、次の担い手に引き渡してもらいたい。
そのために、市やＪＡが監視をしてもらいたい。
耕作放棄地を調査してもらい、有効に農地を活用
してもらいたい。

　全国的に女性就農者は増加傾向であり、本市と
しても、性別に限らず農業研修、経営相談、生活
サポートや、就農初期の財政支援等を総合的に進
め、新規就農者の育成、確保を図ります。
　耕作放棄地については、農業委員会が農地パト
ロールなど巡回、指導を行っています。また、農
地の借り手と貸し手をマッチングする取り組みに
より、耕作放棄地の解消を図っているところで
す。

盛り込み
済

農政企画
課

106 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅱ-1
稼ぐ地域・仕
事と安定した
雇用環境づく
り

　農林水産業で暮らしができ、結婚・子育てがで
きる環境づくりをしてもらいたい。本市には、特
産物が多いので単価を高くして売り上げを伸ば
し、農業所得の向上をめざしてもらいたい。

　農産物の販路拡大、収益性の高い作物の生産振
興、農林水産物の特産品化などを推進するととも
に、スマート農業の導入を支援するなど、省力化
や経営の安定化を図り、所得向上につなげていき
たいと考えます。

盛り込み
済

農政企画
課

107 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅱ-1
稼ぐ地域・仕
事と安定した
雇用環境づく
り

漁港があるが、漁師の後継者不足が深刻になっ
ている。獲りすぎないように、漁獲量を規制して
ほしい。将来も安定して漁獲ができれば漁師の後
継者も増えるはずだ。

　漁業後継者不足の要因は、ご意見のほか、魚価
の低迷等による漁業収入の減少や燃油価格の高騰
等による漁業経費の増加なども影響していると考
えております。
　資源の維持回復を図る漁獲規制につきまして
は、国により現在８魚種を対象に実施されていま
すが、新たに追加指定するよう検討されていま
す。
　本市の取り組みといたしましては、種苗放流等
の資源増殖をはじめとして、魚価向上や経費低減
に係る各種取り組みへの支援等を引き続き行いま
す。

その他
林務水産
課

108 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅱ-1
稼ぐ地域・仕
事と安定した
雇用環境づく
り

過疎化が進み、人が住まない民家が増え、それ
らの里山や市街地まで有害鳥獣が出没している。
安心して生活ができるように有害鳥獣を捕獲して
もらいたい。若い人でも、狩猟免許を取得しても
らい、猟師として有害鳥獣を捕獲してもらいた
い。捕獲した有害鳥獣をジビエとして活用して、
地域を賑やかくしてもらいたい。

　鳥獣による農作物等の被害防止として、侵入防
止対策や個体数を減らす（捕獲）対策を実施して
います。また、狩猟免許取得費用の全額を支援す
るなど従事者の育成、確保を図っています。
　ジビエ利用については、いなばのジビエ推進協
議会が、加工技術の普及や販売促進を行ってお
り、本市としては、今後ともこの取り組みを支援
していきたいと考えております。

盛り込み
済

農政企画
課

109 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅱ-1
稼ぐ地域・仕
事と安定した
雇用環境づく
り

森林の保全をするためにも、中山間地域に若い
世代に移住をしてもらいたい。木材の価格を上げ
て行き、林業だけで生活が送れるようにしてほし
い。木材の地産地消も進めてもらいたい。

　木材価格の向上は、林業担い手の確保や林業振
興には欠かせない要件です。本戦略中でも、作業
道や林業専用道の作設、高性能林業機械の導入支
援等による林業の低コスト化促進や、CLT や木質
耐火部材などの新素材の普及や、市場開拓に取り
組む者の事業活動等を支援による木材の付加価値
向上の取り組みなど、様々な施策を展開して木材
価格の向上や生産コストの低減に向け取り組むこ
ととしています。
　木材の地産地消については、平成30年度に鳥取
県、鳥取県東部圏域の自治体、林業事業体及び木
材加工事業者で組織する「千代川流域林業成長産
業化推進協議会」を立ち上げ、圏域内の木材生産
及び地産地消についての取り組みを行っており、
引き続きこのような取り組みを通じて木材の地産
地消を進めてまいります。

参考意見
林務水産
課

110 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅱ-1
稼ぐ地域・仕
事と安定した
雇用環境づく
り

竹林が拡大しないように、タケノコを掘りなが
ら竹林や笹を管理してもらいたい。耕作放棄地の
利活用や森林の管理をしっかりやってもらいた
い。森林の管理がされてないと災害が起こってし
まう。

　①（放置竹林対策）現在、放置竹林の拡大防止
対策として、鳥取県森林環境保全税を活用して、
竹林の間伐支援事業に取り組んでおり、引き続き
取り組みを行ってまいります。
　②（森林の管理）森林の防災機能を維持してく
ためには、森林の適切な管理の実施が必要であ
り、そのため本市では、間伐施業の実施等の造林
事業に補助を行うなど、健全な森林管理の推進に
努めることを、本戦略にも盛り込んでいます。
　また、H31に施行された新たな森林管理システ
ム（森林経営管理法）も活用しつつ、適正な森林
整備（管理）の促進に努めることとしておりま
す。

盛り込み
済

林務水産
課

111 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅱ-1
稼ぐ地域・仕
事と安定した
雇用環境づく
り

　スマート農業を普及させ、大規模経営をしても
らいたい。

　現在、スマート技術を活用した梨栽培や、次世
代型施設園芸によるイチゴ栽培の実証事業を行い
導入効果等を検証しています。
　また、今年度スマート農業技術等の導入に支援
を行っているところでもあり、今後とも、スマー
ト技術の普及促進とともに、産地の強化に取り組
んでまいります。

盛り込み
済

農政企画
課
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112 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-1
都市部とのつ
ながりを築
き、人が行き
交うまちづく
り

　首都圏や京阪神地、や中京圏の人口も地方へ分
散化してもらいたい。そのためにも、大都市圏に
ＰＲしていきながら、移住・定住を推進してもら
いたい。

　【基本目標Ⅲ-1】都市部とのつながりを築き、
人が行き交うまちづくり-３重点施策（１）ふるさ
と・いなか回帰の促進-具体的な取組①　に位置付
けております。
　本市の場合、統計上、移住者の半数以上の者が
首都圏・関西圏からのＵＪＩターンとなってお
り、この流れを一層促進するため、地方創生の推
進を追い風に、東京や大阪で行われる移住相談会
への積極的な参加やセミナーの企画、また、鳥取
県やふるさと鳥取県定住機構等と連携を図りなが
ら情報発信にも取り組んでいます。新型コロナウ
イルス感染症の影響により、現地に出向いての相
談会は中止又は自粛せざるを得ない状況が続いて
いますが、オンライン環境の活用等により、本市
への移住意欲を高める仕掛けづくりに努めてまい
ります。

盛り込み
済

地域振興
課

113 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-1
都市部とのつ
ながりを築
き、人が行き
交うまちづく
り

　Ｕ・Ｊ・Ⅰターンも推進してもらいたい。

　【基本目標Ⅲ-1】都市部とのつながりを築き、
人が行き交うまちづくり-３重点施策（１）ふるさ
と・いなか回帰の促進-具体的な取組①　に位置付
けております。
　次期創生総合戦略期間中においては、移住者数
を現行値よりさらに増加させる目標（過去 大
値）を掲げる予定であり、この達成に向け、一体
的な移住施策の展開により移住・定住を一層促進
してまいります。

盛り込み
済

地域振興
課

114 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-1
都市部とのつ
ながりを築
き、人が行き
交うまちづく
り　ほか

　新地域での移住者を増やして、農林水産業に従
事してもらい、中山間地域に、若い世代が移住し
てもらうような環境づくりをやってもらい、年少
人口や生産年齢人口を増やしてもらいたい。

【基本目標Ⅱ-1】稼ぐ地域・仕事と安定した雇用
環境づくり-３重点施策（4）農林水産業の成長産
業化-具体的な取組①、
【基本目標Ⅲ-1】都市部とのつながりを築き、人
が行き交うまちづくり-３重点施策（１）ふるさ
と・いなか回帰の促進-具体的な取組②、④　に位
置付けております。
　例えば、新規就農や半農半Ｘなどの新たな担い
手を受け入れるため、農地付きの空き家の紹介や
農業研修の実施などに取り組むほか、地域団体と
連携してお試しで田舎暮らしが体験できる制度や
空き家の利活用を推進するなど、移住者の受入態
勢の充実を図っております。今後は、中山間にお
ける高速通信網の整備や、地域づくりの担い手と
なることが期待される「関係人口」と呼ばれる変
化を生み出す地域外人材の循環によって若い世代
の定着を図り、中山間地域等の活性化を図ってま
いります。

盛り込み
済

地域振興
課

115 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-1
都市部とのつ
ながりを築
き、人が行き
交うまちづく
り

　都市部の小中学生に農林水産業を体験してもら
い、農業などの魅力を発見してもらいたい。その
経験を高校の進路に生かしてもらいたい。

　【基本目標Ⅲ-1】都市部とのつながりを築き、
人が行き交うまちづくり-３重点施策（１）ふるさ
と・いなか回帰の促進-具体的な取組②、③　に位
置付けております。
　本市では、都市部の児童生徒が農山村での農林
業体験を通じて、豊かな人間性や社会性などを育
むとともに、ふるさとの自然や文化のすばらし
さ、人のあたたかさを心や体に刻み込む原体験と
なる取り組みを実施してまいりました。今後も引
き続き取り組んでいきたいと考えております。

盛り込み
済

地域振興
課

21



№
計画・戦略

の区分
意見対象

箇所
意見の概要 市の考え方 対応方針 担当課

116 戦略

　鳥取市を中心とした東部圏域の発展のために
は、隣接する県外からのアクセスの改善・改良を
図ることが必要。
（１）東西線は現在かなり進展しているが、南方
向の岡山県（津山・岡山）へのアクセスの改善・
改良が全く図られていない。Ｒ53号線がその役目
を果たしているが、県境の黒尾峠は坂道・急カー
ブで厳しい状況である。

　岡山へのアクセスについては、R53号及び鳥取
道が主な役割を果たしています。ご意見いただき
ましたR53号の黒尾峠については、本市ではアク
セス性の改善に向け、沿線関係市町村とともに国
に対して高規格バイパス化を要望するなどの働き
掛けを行っているところです。また、鳥取道につ
いても県境の志戸坂峠の別線バイパスルートの早
期整備に向けた働きかけを行っており、今後も引
き続き関係機関と連携して道路整備の推進に取り
組んでいきたいと考えます。

参考意見
都市企画
課

117 戦略

（２）ＪＲ因美線・津山線の改善・改良を図り、
鳥取岡山間に快速列車を走らせることが必要。
　鳥取は、山陽道へ 短に直結することが大事で
あり、そのためには岡山へのアクセスの充実が必
要である。

　因幡・但馬圏域の交通拠点である鳥取駅から他
都市へのアクセス向上は、本圏域の一体的な発展
に不可欠な取組であると考えます。
今後も、JRやバス事業者に対する要望活動や、必
要な支援策などの検討を県や圏域の自治体と緊密
に連携を図りながら実施してまいります。

盛り込み
済

交通政策
課

118 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-2
快適で暮らし
やすい魅力と
活力あるまち
づくり

　重点施策（１）生活基盤の充実【具体的な取
組】③道路ネットワークの整備の取組に、「佐治
町の市道南岸線の早期全線開通」を追加してもら
いたい。

　総合戦略の重点施策「生活基盤の充実」を推進
する具体的な取組「③道路ネットワークの整備」
には、市全体を俯瞰した道路整備の大きな取組を
位置づけています。総合戦略に個別の市道整備路
線の記載は行いませんが、ご意見の内容について
は、市道全体の計画的な整備の中で取り組んでい
きたいと考えます。

盛り込み
済

創生戦略
室
道路課

119 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-2
快適で暮らし
やすい魅力と
活力あるまち
づくり

　中心市街地へ住んでもらう方策を考えてもらい
たい。若い世代が移住してもらえるようなまちづ
くりをやってもらい、地域を賑やかくしてもらい
たい。

　【基本目標Ⅲ-2】快適で暮らしやすい魅力と活
力あるまちづくり　３重点施策（2）中心市街地の
活性化-具体的な取組①　に位置付けております。
　本市では、中心市街地への若年層のまちなか暮
らしの促進を図るため、空き家等の既存ストック
の利活用や子育てにやさしい生活環境づくりなど
の施策を推進しております。
　引き続き若者の居住促進を行うことと併せて、
地域の賑わい創出に取り組んでいきたいと考えて
おります。

盛り込み
済

中心市街
地整備課

120 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-2
快適で暮らし
やすい魅力と
活力あるまち
づくり

　商店街の空き店舗に入居してもらいながら空き
店舗を減らしてもらいたい。高齢者が増えるので
近くで買い物が済まされるように考えて欲しい。
スーパーの空白地区が多い。

　まちの魅力向上、課題解決に資する遊休不動産
のリノベーションによる施設整備に対する支援を
はじめ、空き店舗のテナントマッチングや、大型
空き店舗の支援を行いながら、地域の様々な課題
解決につなげていきたいと考えています。

盛り込み
済

経済・雇
用戦略課

121 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-2
快適で暮らし
やすい魅力と
活力あるまち
づくり

　地域の拠点に、生活に必要なスーパーや金融機
関、病院などを設置して地域のコミュニティの場
としても活用してもらいたい。

　本市では、将来にわたり地域住民が安心して暮
らし続けることができる地域づくりに、住民自ら
が主体的に取り組む「小さな拠点」機能形成を仕
組みづくりを推進しております。今後もそのよう
な団体を支援していくことで、地域の拠点づくり
を推進していきたいと考えております。

その他
地域振興
課

122 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-2
快適で暮らし
やすい魅力と
活力あるまち
づくり

　中山間地域に住む、若者の数を増やしてもらい
たい。中山間地域では、県外から地域おこし協力
隊に来てもらいながらアドバイスを受けながら地
域を活性化してもらいたい。協力隊の任期が来て
も、地域に住み続けてもらいたい。

　【基本目標Ⅲ-2】快適で暮らしやすい魅力と活
力あるまちづくり-３重点施策（3）魅力ある中山
間地域の振興-具体的な取組③　に位置付けており
ます。
　地域おこし協力隊の取組など、都市圏の若者の
中山間地域での地域づくり活動の展開や移住を推
進し、地域の維持や活性化を推進してまいりま
す。

盛り込み
済

地域振興
課

123 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-2
快適で暮らし
やすい魅力と
活力あるまち
づくり

各新地域の年少人口を全体に占める割合を１
０％以上を目標としてもらいたい。１０％以下で
は地域の存続も難しい。旧佐治村は少子高齢化が
進んでいる。

　新市域をはじめ、本市の中山間地域を取り巻く
現状として、人口減少や高齢化の進行は重要な課
題となっております。これに対応するため、鳥取
市中山間地域対策強化方針に基づいて、①安心安
全な暮らしの確保、②地場産業の活性化と雇用の
確保、③魅力ある地域づくり・人づくりの推進、
④交流による活性化と移住定住の推進、といった
４つの側面で全市的な取り組みを推進してまいり
ます。

その他
地域振興
課

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-2
快適で暮らし
やすい魅力と
活力かるまち
づくり
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124 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-2
快適で暮らし
やすい魅力と
活力あるまち
づくり

中山間地域に住み続けてもらいたい。中山間地
域の空き家や耕作放棄地の後を継いでもらいた
い。

　【基本目標Ⅲ-2】快適で暮らしやすい魅力と活
力あるまちづくり-３重点施策（3）魅力ある中山
間地域の振興-具体的な取組①、③　に位置付けて
おります。
　これからも住み続けたいと思える中山間地域と
していくために、鳥取市中山間地域対策強化方針
に基づいて、中山間地域の課題解決に向けて全市
的な取り組みを推進してまいります。
　また、「小さな拠点 」の機能形成の支援や、魅
力ある地域づくりに積極的に取り組む人材養成な
どにより、将来にわたり地域住民が安心して暮ら
し続けることができる地域づくりを推進してまい
ります。

盛り込み
済

地域振興
課

125 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-2
快適で暮らし
やすい魅力と
活力あるまち
づくり

　公共交通機関の乗車を促進するとともに、補助
金も継続してバス路線の存族など地域の交通手段
を確保してもらいたい。

　本市では、公共交通の利用促進策として、バス
定期券の購入助成やノーマイカー通勤促進運動、
公共交通フェスタなど、様々な利用促進策に取り
組んでいます。また、路線バス事業者に対し赤字
補填を行い路線の維持に努めているところです。
　今後も、これらの取組を継続していくととも
に、より効果的な対策を検討し、実施していきた
いと考えます。

盛り込み
済

交通政策
課

126 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-2
快適で暮らし
やすい魅力と
活力あるまち
づくり

　若者が中心となって、中山間地域の乗合自動車
の運転手となってもらいたい。そして、高齢者の
通院や買い物などに利用してもらいたい。

　現在、地域の実情にあった生活交通の確保策と
して、地域が運行主体となる共助交通の導入を推
進しています。導入にあたっては住民ドライバー
の確保が課題となる中で、若者が運行管理に参画
いただけるよう、必要な対策を地域住民の皆様と
一緒に検討していきたいと考えます。

盛り込み
済

交通政策
課

127 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-4
誰もが安心し
て暮らし続け
ることができ
るまちづくり

　仮に、鳥取市人口ビジョン（改訂案）の将来展
望のとおり、2040年に合計特殊出生率がの2.07
になったとしても、今から生まれてくる世代が子
どもを持ち始めるまでの数十年は着実に人口が減
少し続けるのだから、人口減少対策を行うととも
に、人口減少を前提とした安全・安心なまちづく
りを同時並行で取り組まなければいけない。
　特に、厳しい財政運営が予想されるなかでは、
公共交通など私たちの生活必要なサービスをどの
ように維持していくか、あるいは体育館などのイ
ンフラをそのように整備合理化していくか、ま
た、今後のまちづくりをどのように進めていくか
など、身近で重要な課題を行政と住民が一体と
なって取り組むことができるような新しいシステ
ムをつくることが必要ではないかと思う。
　住民のみなさんにもこの厳しい財政状況を理解
していただき、危機感を共有してもらうために
も、従来のような単に住民の活動に対して補助金
を支給するのではなく、住民が自らの手でまちづ
くりを行うことができるようなまちづくりのため
の新しい支援制度を創設してはどうか。
住民自らが主体的にまちづくりに参加しているの
だという意識が芽生え、行政と住民の役割分担を
明確にすることにより、行政の効率化と適正な財
政運営を行う一助になると思う。

　地域課題の解決に向けて、住民と行政が一体と
なって取り組むことは重要であると認識していま
す。
現在、各地区においてまちづくり協議会が設立さ
れ、地域課題の解決やまちづくり活動が展開され
ています。本市はその活動に対して財政的・人的
な支援を行っており、地域の実情に応じて柔軟に
対応できるよう制度の見直し等も検討していると
ころです。
　今後も、行政効率化や適正な財政運営をふまえ
つつ、住民主体のまちづくりを推進するため、地
域と行政との役割分担や既存の補助制度のあり方
等について見直しを行っていきたいと考えていま
す。

参考意見
協働推進
課

128 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-4
誰もが安心し
て暮らし続け
ることができ
るまちづくり

　各地区の公民館が中心となって地域を活性化し
てもらいたい。

　本市では、各地区公民館を生涯学習及び地域コ
ミュニティ活動の拠点として位置付けています。
これまで培ってきた公民館での学び（生涯学習）
の成果を各地域のまちづくりや課題解決にいかす
ことを考えており、今後もまちづくり協議会の事
務局を地区公民館が担い、地域の取組に対して財
政的・人的な支援を行っていきたいと考えていま
す。

参考意見
協働推進
課

129 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-4
誰もが安心し
て暮らし続け
ることができ
るまちづくり

　協働のまちづくりを進めていくには、市民活動
等をやってもらわないと進まない。自治基本条例
を制定しただけでは意味がないので、実効性を高
めてもらいたい。そして、参画と協働のまちづく
りを推進してもらいたい。まちづくり協議会など
地域組織の活動支援をする。地域活動の拠点とな
る施設の整備や改修支援をする。

　地域コミュニティ活動に取り組む地域組織と、
市民活動に取り組むＮＰＯ・ボランティア団体等
がそれぞれに取組みを活性化することはもちろ
ん、双方が協力・連携して協働のまちづくりを推
進していくことは有意義であると考えています。
　また、今後もまちづくり協議会等の活動支援や
地域の拠点となる施設の整備・改修に対する支援
を行っていきたいと考えています。

参考意見
協働推進
課
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130 戦略

【総合戦略】
第2章　施策
の展開

基本目標Ⅲ-4
誰もが安心し
て暮らし続け
ることができ
るまちづくり

　とっとり若者地方創生会議による若者のまちづ
くりへの参画を推進する。

　とっとり若者地方創生会議は、若者定住やまち
の賑わいづくりに必要な施策について、若者自ら
が調査研究し、若者の視点を施策に反映させるた
め様々な取組を行っており、若者のまちづくりへ
の参画についても、推進してまいります。

盛り込み
済

政策企画
課

131 戦略
【総合戦略】
第3章　施策
の評価・検証

費用対効果を見ながらやってほしい。効果が無
かったら、他の政策に切り替えてもらいたい。

　総合戦略の推進に当たっては、成果を見極める
ための基本目標の数値目標と重点施策のKPI（重要
業績評価指標）を設定し、「Plan（計画）－Do
（実行）－Check（点検）－Action（改善）」と
いったPDCAサイクル（継続的改善手法）による
進行管理を行い、施策の成果や費用対効果を定期
的に評価・検証し、施策の改善・効率化を図るこ
ととしています。

盛り込み
済

創生戦略
室

132 戦略 その他
中核市になったからこそ、今までとは違う行動

を取ってほしい。職員から自発的に行動をしても
らいたい。

　いただいたご意見も参考にしながら、今後も、
ニーズを的確に捉え、積極的に課題等へ対応・行
動することのできる職員の育成に取り組んでまい
ります。

その他 職員課

133 戦略 その他
首都圏に集中している税金を地方にも分配して

もらい、地方や地域を活性化してもらいたい。

　地方交付税により、地方公共団体の運営の自主
性を損なうことなくその財源の均衡化を図り、地
方行政の計画的な運営を保障されています。
　しかしながら、東京一極集中は国全体の課題で
あると認識しており、特に20代の若者の転出超過
を解消するため、企業や政府機関の地方移転や地
方拠点の拡大を促進させるなど多様な働く場の創
出や、地方の特色を生かした魅力のある大学の創
出など、地方へのひとの流れを創出するための多
様な支援策について国に要望しているところで
す。

参考意見
政策企画
課

134 戦略 その他
国の地方創生交付金を有効に活用してもらいた

い。育児支援や移住の促進などに使用してもらい
たい。

　本市では平成27年度に創生総合戦略を策定し、
当該年度においては「地方創生加速化推進交付
金」（※地方創生推進交付金の前身の交付金）等
を、また平成28年度以降は国の「地方創生推進交
付金」を活用し、創生総合戦略に定める各種施策
を推進しています。今後も創生総合戦略に定める
各種施策の推進に、国の交付金を活用していきま
す。

盛り込み
済

創生戦略
室
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